
－1－

内　　容�

調　　　査�

（2002年２月）�

第33号�

都市再生と資源リサイクル�
－資源循環型社会の形成に向けて－�



－2－

都市再生と資源リサイクル
－資源循環型社会の形成に向けて－

【要　旨】

１．わが国の建設ストックは、戦後ほぼ一貫して増加を続け、60年度比でみると建築物の延

床面積では４倍弱（74億m2、2000年度）、社会資本ストック額では14倍弱（617兆円、

1993年度。90年価格）と大きく積み上がっている。今後、これらストックの更新に伴う建

設副産物の排出量の増加が懸念されている。ストックの解体が実際にどの程度発生するか

は、新規の建設投資動向に影響されるが、ストックの経年による廃棄確率を一定と仮定す

ると、建築物では70年代に大きく増加した非木造を、社会資本では公共土木部門を主体

に、今後10年間で排出量が著増するケースも考えられる。

２．例えば、建築物について木造の平均寿命を33年、非木造を40年、また土木構築物の平均

寿命を対応する耐用年数と仮定したケースでは、建設副産物の総排出量（発生土を除く）

は、2000年度比で、2010年度には２倍（313百万トン）、2030年度には2.7倍（415百万ト

ン）の水準に達するものとの試算結果が得られる。特に、70年代の建築物が更新期を迎え

る2000-2010年度は、年平均7.5％という高い増加率が見込まれる。同様に、建設発生土の

発生量を土木工事ベースで推計すると、他の建設副産物と同様、2000年度比で2010年度

で約1.6倍、2030年度には約２倍と大きく増加するとの試算結果が得られた。

３．わが国の産業廃棄物排出量は、近時年間400百万トンの水準で推移しているが、このう

ち建設業のウエイトは２割程度であり、農業や電気・ガス・熱供給・水道業に次いで大き

い。その処理状況を産業廃棄物全体と比較すると、コンクリート塊やアスファルト・コン

クリート塊を中心に再利用率で上回る反面、最終処分されるウエイトでも全体平均を大き

く上回っている（産業廃棄物全体18％、建設廃棄物42％）。また不法投棄量では、建設廃

棄物は件数で７割、重量で４割と大きなウエイトを占めている。建設廃棄物のこうした現

状と、今後の排出量増大を踏まえ、2000年５月には「建設工事に係る資材の再資源化等に

関する法律（建設リサイクル法）」が制定され、一定規模以上の建設工事について分別解体

や再資源化等が義務付けられるなど、新たな枠組が整備されるに至っている。

４．建設リサイクル法により対象資材（コンクリート塊、アスファルトコンクリート塊、建

設発生木材）の再資源化率が上昇する過程で、今後追加的に生じる処理需要を、従前の処

理レベルが継続した場合と法が求めるレベルとの差分と考えると、その規模は2010年で

120百万トン程度となり、その後も緩やかな増加を続ける。重量構成では、排出量の増大

が著しいコンクリート塊が大宗を占める。これらがオンサイトや専用プラントで処理さ

れ、路盤材等の再生資源となるが、その市場規模を、再資源化費用（受入）ベースが現状

並に推移すると仮定して求めると、今後新たに生じる再資源化額は4,000～5,000億円程度

に達し、既存分と合わせた建設副産物リサイクル市場（発生土を除く）の受入部分は、年
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間8,000～9,000億円程度と試算される。

５．しかし、排出量が著増し受入部分（入口）が拡大する一方で、再生された資源の受け皿

（出口）は限られており、今後、当該事業が真の意味で「リサイクル事業」として成立す

るためには、再生資源の用途の拡大が必須である。当面は、�路盤材など従来の用途では

吸収しきれなくなるコンクリート塊（再生骨材等）や、�法施行を受けて再生処理レベル

を一気に高度化する必要が高い建設発生木材、が大きな問題として浮上し、併せて建設汚

泥や混合廃棄物などの効率的なリサイクルに向けた技術開発が進展するものと考えられる。

この分野では、再生骨材の構造体コンクリートへの再利用などの新技術開発、オンサイ

トリサイクル用機械の開発・投入、など拡大する市場を睨んだ事業活動が、非鉄金属産業

や建設機械産業などを中心に活発化しており、今後の更なる進展が期待される。加えて、

元請となる大手ゼネコン等を中心に、分別解体の徹底や再生資源の積極的な利用に向けた

グリーン購入の拡大など、リサイクル事業を入口、出口の両面でサポートする動きも活発

化しており、相乗効果が期待される。こうした動きを踏まえ、政策サイドとしても、再生

資源の品質規格体系を構築し、公共事業で積極的な利用を図るなどの支援が必要となろう。

また、品質規格体系を担保するモニタリングシステムの整備も期待されるところである。

６．建設副産物のリサイクル問題は、欧州でも70年代までに積み上がった建設ストックの更

新を前にして対策が検討されつつあるが、建築物の平均寿命が長いこともあり、一部地域

を除いて本格的な法制度の整備等には至っていない。このうちドイツでは、96年に締結さ

れた建設業界の自主規制に沿って建設副産物リサイクルが進められている。2000年度に公

表された結果では、道路建設への投入を主体に建設副産物（除く発生土）の約70％が再資

源化されている。

こうした傾向の要因としては、規制強化に伴い最終処分費用が増加を続け、コスト面で

再資源化の相対的な優位性が高まっていることがあげられるが、今後は、�2010年前後か

ら高度成長期の建築物や社会資本の更新が本格化し、排出量の激増が予想されること、�

これまで鉱物性副産物の受け皿であった道路での需要に限界があることから、わが国同

様、建材への再投入拡大など更なる用途の拡大が急務となる。しかし、解体される建造物

の年齢が若いほど素材構成は多様であり、副産物の構成も複雑化することから、再生材の

品質確保が用途拡大の障害となりつつある。現在、有害物資による土壌・地下水汚染の懸

念などを払拭するべく、様々な品質規格が乱立しており、建設リサイクル業界にも一部混

乱が生じている。こうした状況は、わが国の今後を考えるうえで、再生材の品質管理の問

題が避けて通れないことを示唆している。

７．高度成長期の建築物・社会資本の更新に伴う建設副産物の増大期を控え、わが国は、他

国に先んじて建設リサイクルの制度化を実現した。今後は、現在も積極的に進められてい

る効率的なリサイクルに向けた技術開発を一層進展させていくためにも、再生資材の利用

拡大を促すための政策面での後押しが一層重要となってこよう。また、長寿命でかつ分別

解体が容易な建設を進めることも、次の数十年に向けて重要な課題である。この分野でも
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既存建築物のメインテナンス技術や新素材開発など様々な技術革新がみられる。その中に

は屋上緑化技術のように、ヒートアイランド化防止や景観整備といった都市環境の全般に

亘って大きな効果が期待できるものも含まれており、これらの普及に向けた政策整備も併

せて期待される。

現在検討が進められている都市再生の議論は、わが国の都市を経済活動の効率性やアメ

ニティなど多面的に捉え直し、そのレベルアップを図ろうとしている。大規模なストック

の更新期を目前に、わが国の新しい都市像を規定する時宜を得た試みであるだけに、資源

循環など環境面での対策も十分に織込んだものとして展開されていくことが望ましいとい

えよう。

たけがは ら けいすけ

【担当：竹ケ原　啓介】
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はじめに

都市再生をめぐる議論が進展している。この問題は、広くわが国の競争力の維持・向上の

ための対策として位置付けられており、空港や道路などのインフラ整備を通じた国際交流・

物流機能の強化や、広域的な防災体制の整備や環境共生など、これまでの都市像を多面的に

見直そうとするものである。都市再生により、従来の都市構造に修正を施すことは、いわば

過去に営々と積み重ねられてきたストックを棚卸し、これを最適な状態に作りかえるプロセ

スともいえ、その影響は多方面に及ぶであろう。本稿は、こうしたなかから資源リサイクル

の問題を取り上げ、この観点から都市の問題を考えることを目的としている。

この場合、中心となるのは、高度成長期に急速に積みあがった建設ストックが更新期を迎

えつつあるなかで、建設副産物の排出量がかつてないペースで増加する懸念である。わが国

では、他国に先駆けて建設リサイクル法を制定し、この問題に対する政策面での枠組を構築

しつつあるが､新たな枠組のなかで、リサイクル産業部門が、急増する建設副産物を効率的に

処理していくには、なお多くの課題が存在するものと思われる。本稿の主たる関心もこの点

にある。加えて、建設ストックの更新やこれに伴う土地の用途変更は、現在議論が進む土壌

汚染対策と相俟って、建設リサイクルの動向に大きな影響を与える可能性がある。そこで本

稿では、土壌汚染対策を、用地あるいは土のリサイクルとして、広義の建設リサイクル部門

の一部と捉え、補足的に現状分析と今後の展開を検討している。

まず、第１章では、議論の前提としてストック更新に伴い増加が予想される建設副産物排

出量のインパクトを探るべく、今後の排出量の試算を行う。続く第２章では、排出量の試算

を前提に、建設リサイクルの制定など政策体系が整備されることで、当該部門のリサイクル

市場がどのような展開をみせるかを、この分野で様々に提示されている技術シーズも含めて

考察する。第３章では、海外に目を転じ、ドイツについて、わが国と同種の問題を抱えてい

る建設リサイクルの動向と、わが国に大きく先行する土壌汚染対策の動向について概観す

る。最後に第４章では、副産物の発生状況を左右する長寿命化の問題と絡めて、以上の議論

を総括する。
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第１章　建設副産物リサイクルの展望

１．はじめに

都市再生をめぐる議論が進展している。この問題は、広くわが国の競争力の維持・向上の

ための対策として位置付けられており、空港や道路などのインフラ整備を通じた国際交流・

物流機能の強化や、広域的な防災体制の整備や環境共生など、わが国の都市像を多面的に見

直そうとするものである。都市再生により、従来の都市構造に修正を施すことは、いわば過

去に営々と積み重ねられてきたストックを棚卸し、これを最適な状態に作りかえるプロセス

ともいえ、その影響は多方面に及ぶであろう。本稿は、こうしたなかから資源リサイクルの

問題を取り上げ、この観点から都市の問題を考えることを目的としている。本章では、まず

ストックを更新することで発生する建設副産物の動向に着目してみよう。

２．わが国の建設ストックの推移

わが国の建設ストックは、戦後ほぼ一貫して増加を続けてきた。図表１－１で、建築物ス

トック（延床面積）の推移をみると、2000年度で総ストック面積は74億m2と、過去40年余り

（出所）総務省（自治省）「固定資産の価格等の概要調書（土地、家屋、償却資産）」�
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で４倍弱に増加している（付表１）。増加率でみると、木造建築物が安定的に推移しているの

に対し、非木造建築物は高度成長期に急激に積み上がり、その後数％の水準で安定してい

る。図表１－２は、これを各年度の建築着工面積（フロー）からみたものであるが、同様

に、非木造建築物について、70年代前半までの水準が高く、80年代末から90年代初頭にかけ

ても一時的な上昇がみてとれる（付表２）。

次に社会資本に目を向けると、図表１－３は、内閣府（経済企画庁）の推計によるわが国

の社会資本ストック総額（90年価格）である。93年度で総額は617兆円と、過去40年余りで

14倍弱と大きく積み上がっており、この間のインフラ整備が着実に進展してきた様子がうか

がわれる（付表３）。その増加率は、建築物ストックと同様、70年代前半まで拡大した後は、

国鉄や公社民営化などの特殊要因を除き、徐々にその水準を低下させてきている。図表１－

４は、これを各年度の公共工事出来高（フロー）からみたものである（付表４、５）。

建築物、社会資本ストックのいずれも70年代前半までの高度成長期に急ピッチで積み上

がってきたわけだが、30年余りを経過した現在、これらのストックが更新期を迎えること

で、建設副産物の発生量がかつて経験したことのないペースで増加することが懸念されてい

る。ここで建設副産物とは、図表１－５に示すように、建設工事に伴って副次的に得られる

もので、廃棄物のみならず再生資源も含む広い概念とされる。

図表１－２　建築物着工床面積の推移
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図表１－３　社会資本ストック総額（90年価格）の推移

（出所）経済企画庁（現内閣府）「日本の社会資本」�
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図表１－４　土木工事金額の推移（90年価格）
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－11－

そもそも、ストックの解体が実際にどの程度発生するかは、新規の建設投資動向に影響さ

れるうえ、建築物や構築物が、構造体としての物理的な寿命を迎え更新されることは少な

く、むしろ性能面での陳腐化など別の要素が契機となる場合が多いことを考えると、経過年

数だけに着目した判断には限界がある。しかしながら、近時の情報技術の急速な高度化と普

及により、階高の不足など建築物の性能面での陳腐化が進展していることや、ストック更新

につながる都市再生事業が本格化してくることを考えれば、今後大量の建設副産物が短期間

に集中して発生する蓋然性は小さくないだろう。では、建設ストックから発生する建設副産

物のインパクトはどの程度なのであろうか。

３．試算の前提

建設副産物の動向を考えるうえで、最初の論点は、対象を発生量とするか、排出量とする

かである。ここで発生量とは、建築物や構築物を解体した総量そのものであり、投入されて

いた建設資材総量と合致するものである。これに対して、排出量は、解体に伴う発生量のう

ち、建設工事現場で再利用されることなく、搬出される建設副産物の量を意味する。ある解

体建築物・構築物の系列（面積、金額）が得られたとき、発生量であれば、これに建設資材

の投入量を原単位として乗じることになり１、排出量であれば、搬出量をベースに求めた原

単位を乗じることになる。図表１－６は、発生量と排出量の間でどの位の差異を生じるか

図表１－５　建設副産物の範囲

廃棄物�
（廃棄物処理法）�

○有害・危険なもの�

建設副産物�

再生資源�
（リサイクル法）�

そのまま原材料�
となるもの�

○建設発生土�
○金属くず�

建設副産物の発生場所としては、建築物・構築物の解体と新築の両方がある。�
（出所）建設副産物リサイクル広報推進会議「総合的建設副産物対策」�

原材料として利用�
が不可能なもの�

原材料として利用の�
可能性があるもの�

○コンクリート塊�
○アスファルト・コンクリート塊�
○建設発生木材�
○建設汚泥�
○建設混合廃棄物�

1． この手法を用いた当該分野の先駆的な研究としては、後記の藤井（1993）を参照。
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を、建築物（骨材・石材の投入量と、コンクリート塊排出量）について比較してみたもので

ある。投入原単位は、前者には国土交通省の「建設資材・労働力需給実態調査」から木造、

非木造の構造別に骨材・石材の投入量を、後者には、後述の試算でも用いている、排出量

ベースに近いコンクリート塊の原単位を、それぞれ用いている。解体系列が共通であるた

め、両者は同じ動きを示すが、水準では、発生量が排出量を大きく上回っている。

こうした相違を生じるのは、解体工事に伴う発生量のうち、一部が現場内で再利用や減量

されているためと考えられる。事実、「建設廃棄物処理マニュアル」をみても、元請業者及び

発注者に建設廃棄物の再生利用に努めるように求め、その筆頭に、「廃棄物を有償売却できる

性状のものとし、売却あるいは自ら利用（すること）」が挙げられている。ここでいう「自ら

利用」は、適切な品質を前提に、排出事業者が発生した建設廃棄物を自ら利用することであ

り、これまでの運用でも、現場内での再利用が推奨されていることが分かる。

建設副産物リサイクルのインパクトを探るうえでは、発生量、排出量共に意味はあるが、

以下本稿では、後述する建設リサイクル法で再資源化の対象となる「建設資材廃棄物」およ

び、過去３回実施され、試算結果と対比可能な唯一のデータである「建設副産物実態調査」

（以下、「センサス調査」とよぶ）が、いずれも排出ベースであることに鑑み、特別に断らな

い限り、排出量ベースで議論を進める。

図表１－６　本稿試算の前提（発生量と排出量）
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（出所）建設副産物実態調査、建設資材・労働力需要実態調査等より作成�
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４．試算の概要

建設副産物の排出量は、建築、土木ともに廃棄される量（面積、金額；以下、「解体系列」

とよぶ）を求め、これに排出量原単位を乗じることで求められる。解体系列は、建築、土木

ともに、ある年度に着工（又は完成）したものが、一定期間使用された後、ある確率に従っ

て寿命を迎えるものと想定して試算している。この解体される確率（廃棄確率）について

は、様々な想定が可能であるが、ここでは簡便な手法として、正規分布に近似した離散型の

密度関数を想定している２。

（1）建築

解体系列（面積）を試算する前提となる各年度の建築工事フロー数値には、先に図表１－

２でみた「建築統計年報」から、構造別（木造、非木造）の着工床面積をとり、2001年から

2035年については、�建設経済研究所「建設市場の中長期予測」を基に延長して使用してい

る（付表２）。

廃棄確率は、耐用年数を木造33年、非木造40年と想定し、それぞれ当該年数を平均値とす

る、前述の正規分布に近似した密度関数（付表６）を想定し、各年のフローにこれを乗じた

結果を積上げることで、解体系列を算出している（付表７）。

原単位は、副産物の排出を、�建築物解体に伴うもの（解体系）、�建築工事に伴い排出さ

れる加工屑等（新築系）とに分け、前者には既成の排出原単位を構造別に乗じ、後者には、

95年度センサス調査を元に求めた原単位を構造別に区分することなく乗じている（付表８）。

原単位は、工法や建材の変化等から経年的に変化するものだが、データの制約から今回の試

算では一定としている。

図表１－７は、こうして得られた建築物由来の排出量を示したものである。高度成長期に

大きく積み上がった非木造建築物が更新期を迎えるのを受けて、今後10年あまりで建築工事

からの排出量は著増する結果となる（付表９）。図表中、○で示しているのが、この間に３度

行われたセンサス調査の結果である。

この試算によれば、解体建築物に由来する建設副産物の排出量は、2000年度以降急速に増

加し、2010年度には、95年度の４倍強に達することになる。図表１－８でその材別内訳をみ

2． 98年10月の「解体・リサイクル制度研究会報」が行った建築解体廃棄物発生量予測（１都８県）での
想定廃棄確率と同様、平均寿命年での廃棄確率を10％とする正規分布（N（μ,（3.989）２））（μ＝平均寿

命）に近似させたものを想定している。
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ると、非木造建築物の解体が進むことから、コンクリート塊がその大宗を占め、また、これ

が増加の大部分を占めることが分かる。

図表１－８　建築解体系の副産物排出量の試算
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図表１－７　建築物由来の副産物排出量
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（注）2001年度以降の建築着工面積は、�建設経済研究所「建設市場の長期予測」の第１シナリオ（実質GDP
成長率：01－10　20%、11－20　25%）を採用し、2020年以降は横這いとした（2035年まで）。�
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（出所）建築統計年報、固定資産の価格等の概要調書、建設副産物実態調査、建設市場の中長期予測等より政

策銀試算�
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（2）土木

次に、土木工事の各年度フローには、図表１－４でみた「建設総合統計年度報」より、各

年度の公共土木、民間土木（出来高ベース）を使用している。これを、内閣府（経済企画

庁）の建設61部門デフレータにて実質化（90年価格）し、不足する過去のデータを適宜補っ

たうえで、耐用年数毎に原系列を作成している（付表10）。当該デフレータが使用できない94

年度以降は、建設工事デフレータ（95年価格）を経企庁ベースに変換し接続して実質化して

おり、また2001年度以降は、公共土木、民間土木ともに2000年度の金額で横這いとしている。

廃棄確率は、工事毎に法定耐用年数（付表11）を平均寿命と仮定し、建築系と同様、平均

寿命で全体の10％が解体される密度関数を想定している。

こうして求められた解体系列（金額）に乗じる原単位としては、幾つかの既成の試算デー

タがあるが、いずれも上記で算出した解体系列との整合性がとれないという問題がある。そ

こで、本稿では、解体系列と95年度のセンサス調査から、本試算用の原単位をコンクリート

塊、アスファルトコンクリート塊、廃木材、建設汚泥、建設発生土について作成して利用し

ている（付表12）３。

3． 土木工事からの排出原単位は、例えば90年センサス調査で「搬出量原単位」として試算されているもの

と、簡易センサスとして、平成10年度下半期の単純集計値から計算されたものとでは、結果が大きく異

なる（データは付表12に参考値として記載）。このため、本文記載のように、ここでは、本稿で試算の

前提として作成した解体系列を、95年センサスと組み合わせて作成しており、この数値に本稿を離れた
独自の意味はない点に留意されたい。

図表１－９　土木工事からの建設副産物排出量の試算
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図表１－９は、こうして得られた結果（建設発生土は除く）をみたものである（付表13）。

図表の○が、センサス調査結果を示しているのは建築と同様である。この試算に従えば、土

木工事からの排出量も、2010年度には95年度の２倍強の水準となり、建築工事と同様、今後

10年あまりで大幅な増加が予想される。図表１－10でその材別内訳をみると、アスファル

ト・コンクリート塊、コンクリート塊、建設汚泥が大宗を占めている。

（3）センサス調査との関係

以上が、一般にいわれる高度成長期までのストックが短期間で解体され、建設廃棄物が急増

するシナリオである。以後、これをベースに様々な議論を展開していくが、その前にこのシナ

リオとセンサス調査との関係を整理しておきたい。

これまでの図表からも分かるように、過去３度行われたセンサス調査のうち、90年度と95年

度の結果は、この急増シナリオ上にプロットしても違和感がないのに対し、第３回目の2000年

度調査結果は、シナリオから乖離した水準を示している。具体的には、2000年度の建設副産物

排出量（除く発生土）は、85百万トンと、95年度の99百万トンに対して15％程度減少してお

り、増加シナリオと異なる傾向を示している。この点はどのように考えるべきであろうか。

排出量減少の要因には、現場での再利用が進んだこと（即ち、排出原単位が減少したこ

と）なども考えられるが、センサス調査では、建築着工戸数や公共工事などの減少を主因に

図表１－10　土木工事からの建設副産物排出量試算（品目別）
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挙げている。センサス調査は、ストックの解体が、新規の建設投資の水準に左右される点

（新たな工事があるから、解体が行われる）を重視しており、新規建設投資を用いて、単年

度の排出量全体を推計している。このアプローチを取れば、足下の建設投資の落ち込みを反

映して、解体される量も減少する結果となる。これに対して、上記の急増シナリオは、総量

として存在する建設ストック量が、今後どのように副産物として排出されるかという時点間

の配分に注目したアプローチであり、建築物・構築物の解体は新規建設を伴うか否かに拘わ

らず、経年により一定の確率で発生するとの考え方に立っている。このため、足下の建設投

資増減の影響は小さい。いわば、センサス調査は、単年度の排出量調査に適した手法で行わ

れ、排出量急増シナリオの方は、建設副産物の長期的な展開を考察するのに適したアプロー

チを取っているといえ、両者は基本的に性格を異にする点に留意されたい。

ここで参考までに、急増シナリオにセンサス調査の趣旨を反映させてみよう。図表１－11

は、上記の試算で用いた建築着工面積、土木工事出来高と、廃棄確率から導かれる、それぞ

れの解体系列とを対比したものである。いずれも、90年代半ば以降に、新規工事が減少に転

図表１－11　建築物着工面積・土木工事出来高と解体系列
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じる一方、解体系列は増加を続け、両者の動きが不一致となっている。解体が新規工事に

伴って行われると考えると、この90年代の半ば以降、解体系列も減少していなければならな

くなる。そこで、96年度以降の解体系列を、新規工事の増減率で変化させてみる（その他の

前提は変更しない）。図表１－12、図表１－13は、これを建築物、土木についてそれぞれ行っ

図表１－13　不変シナリオに基づく土木工事からの建設副産物排出量の試算
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図表１－12　不変シナリオに基づく建築物由来の副産物排出量

70 72 74 76 78 80 82 84 86 88 90 92 94 96 98
20
00 02 04 06 08 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30 32 34

10

15

20

25

30

35

40

45

50

百
万
ト
ン
�

木造計�
新築・改築�

非木造計�
センサス調査�

（出所）建築統計年報、固定資産の価格等の概要調書、建設副産物実態調査、建設市場の中長期予測等より�
政策銀試算�



－19－

た結果である。2000年度以降も、新規工事の増減率で解体系列を計算することになるため、

新規工事が大きく増加することが想定しにくい現状では、副産物排出量はほとんど変化しな

いことになる。これを不変シナリオと呼ぶとすると、このシナリオは2000年度センサス調査

との整合性こそ増すものの、高度成長期などストックの積み上がりに時期的な偏りがある点

が、ほとんど反映されない姿になってしまう。不変シナリオは、建築物や構築物が寿命を迎

えたとしても、新規工事を伴わない限り、解体されずに放置されるような展開を描くものと

いえるだろう。

本稿は、前述のように、これまで累積されてきた建築物・構築物の解体に伴うインパクト

を、時点による偏りも踏まえて考察し、その長期的展開を議論することを進めようとするも

のであり、以下では、急増シナリオをベースに進めることとしたい。

５．建設副産物排出量の試算

（1）建設副産物の排出量推移

図表１－14は、上述の急増シナリオ試算で得られた建築由来、土木由来の排出量を合計し、

建設副産物排出量の全体の動き（除く発生土）をみたものである（付表14）。わが国における

建設副産物の排出量は、公共土木と非木造建築を主体に、2010年度には３億トン強、2030年

には４億トン強と、2000年度水準のそれぞれ２倍、３倍弱と長期的に大きく増加するものと

予想される。図表１－15で、その増減率を発注区分別の寄与度でみると、2000年度から2010

年度にかけて、全体では年平均7.5％という高い増加率が見込まれるなか、70年代の建築物が

更新期を迎えることから、解体非木造の寄与が大きい。図表１－16は、これをコンクリート

塊、アスファルトコンクリート塊、木材及びその他に分けてみたものである（付表15）。2010

年度段階での材別構成を取り出してみると、図表１－17にみるように、コンクリート塊が過

半を占め、アスファルトコンクリート塊、建設発生木材を合わせた３者で、全体の８割を占

めることとなる。図表１－18は、建設副産物排出量の増減率を材別の寄与度でみたものであ

るが、非木造建築物の解体増を反映して、今後10年程度はコンクリート塊の寄与が大きい４。

4． もっとも、本試算では建設土木工事から発生する抜根伐採材について配慮していない点に留意。土地造

成などで潅木を除去する場合、大量の根っこの処理が必要となり、また林業でも材木として出荷する前

に切り取られる枝葉の量は少なくなく、一説には、年間100百万トン以上発生しているといわれる。し

かしながら、これらの多くが、従前「野焼き」されていたこともあり、公式には全く把握されていな

い。法解釈上も、森林地における建設工事から発生する抜根伐採材は、廃棄物でないとされており、公
式な把握が行われていないことから、本試算では対象外としている。
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図表１－15　建設副産物排出量の発注区分別寄与度
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図表１－14　建設副産物排出量（除く発生土）の試算
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図表１－16　建設副産物排出量（種類別）の試算
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図表１－17　建設副産物排出量の種類別構成（2010年）
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（2）建設発生土の問題

以上とは別に、建設副産物の問題を考えるうえで無視できないのが、建設発生土（残土）

の問題である。2000年度のセンサス調査によれば、その排出量は約２億８千万m3（約５億ト

ン）にのぼり、95年度調査の４億4,600万m3（約８億600万トン）からは大幅に減少したもの

の、量的には、依然として他の建設副産物の合計とは比較にならない程大きい。もっとも、

建設発生土は、これまでのところ農地や宅地の嵩上げ、谷戸の埋め立てなど、内陸部の受け

入れを主体に有価物として流通しており、建設「廃棄物」に関連する問題として注目される

ことはなかった（図表１－19）。

しかし、今後の排出量の動向や、後述するように、現在、法制度の導入議論が進み、社会

的にも大きな関心を呼んでいる土壌汚染問題の影響などに鑑みれば、近い将来、発生土も建

設副産物処理を巡る大きな論点となることも予想される。

図表１－20は、発生土の搬出で大宗を占める土木５からの排出量を、これまで用いたデー

タをベースに試算したものである。発生土に関しても、センサス調査との関係が問題とな

る。上記センサス調査が示す排出量の大幅な減少には、フローの新規工事減少と並んで、情

報技術の進歩により工事現場間で発生土の転用量が増加していることの影響が無視できな

い。すなわち、一時的な要因だけではなく、現場での再利用率が上昇することで、排出原単

位が構造的に変化している可能性がある。そこで、ここでは2000年度以降、新たな排出量原

単位を使用している６。ちなみに図表上の点線は、参考値として、こうした変化を織込まず、

2000年度以降もそれ以前の原単位を利用した場合を示している。これは、後述する土壌汚染

対策の進展などにより、現場内での再利用が阻害され、再び排出原単位が増加する可能性に

配慮したものである。

この試算によれば、建設発生土の排出量は、2010年度で2000年度の1.6倍、2030年度には２

倍程度と、他の副産物と同様に今後大きく増加していくことになる。

これまでみてきたように、大規模なストックの更新期を控えたわが国では、今後建設副産

物の排出量が急拡大する局面を迎える可能性が懸念されている。では、こうした現状・見通

しを踏まえ、政策の展開やビジネスの動向はどのようになっているのであろうか。

5． 95年センサス調査によれば、総搬出量の９割が土木工事となっている。
6． 2000年度土木工事の解体系列と、センサス結果から排出原単位を算出し、2001年度以降はこの新しい

排出原単位を採用している。
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図表１－19　建設発生土の搬出量と搬出先の構成（1995年度）
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第２章　リサイクル産業と建設リサイクル法の影響

建設副産物の排出量が急増する懸念は、政策的な対応を促す契機となる。また、政策的な

対応の進展は、建設副産物の処理を担う産業界の動向にも大きな影響を与えることになる。

過去の経緯をみても、通称「環境産業」といわれる領域は、直接規制など環境政策の整備と

軌を一にして、その規模を拡大してきた。本章では、建設副産物に係る政策面での対応と、

これを踏まえた建設リサイクル事業の動向について概観してみよう。

１．建設廃棄物の現状と建設リサイクル法

（1）建設廃棄物の現状

建設副産物に係る政策的な対応をみる前提として、まずこれまでの処理状況を整理してお

こう。わが国の産業廃棄物排出量は、近時年間400百万トンの水準で推移しているが、このう

ち建設業のウエイトは図表２－１にみるように、２割程度であり、農業や電気・ガス・熱供

給・水道業に次いで大きい。図表２－２は、前述のセンサス調査結果より、その処理状況を

みたものだが、建設副産物の場合、産業廃棄物全体と比較すると、再利用率で上回る反面、

減量化されるものが少なく、結果として最終処分されるウエイトが大きくなっている。再利

用率の相対的な高さは、排出量に占めるウエイトが大きいコンクリート塊、アスファルト・

コンクリート塊（図表２－３）が、これまでのところ有効に再利用されてきたためであり、

最終処分率の高さは、汚泥などそれ以外の副産物の再利用がほとんど進んでいない状況を示

図表２－１　業種別産業廃棄物排出量（98年度）
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しているといえる。わが国では、恒常的に逼迫気味であった最終処分場の容量が、廃棄物処

理法の改定等規制の強化によって、ますます深刻化しており、容量の大きい建設起因の処分

量削減は大きな課題として指摘されてきたところである１。

また、建設廃棄物は、不法投棄量でも大きな問題となってきた。図表２－４、２－５にみ

1． 97年の廃棄物処理法改正、これを受けた技術基準命令の改正等により、最終処分場の構造基準及び維持

管理基準が強化されたことに伴い、処分場の新規設置件数は、98年度まで毎年100件以上あったとこ

ろ、99年度には26件へ激減している。既存の処分場の容量減少を新設分で補うという従来の運用は維

持が困難となりつつある。他方、建設廃棄物については、砒素の溶出が判明したのを機に、それまで安

定型処分場で処理されていた石膏ボードが、99年から管理型に変更されるなど、処分場容量の圧迫要因
となっている。

図表２－２　再生利用率等の比較
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図表２－３　建設副産物排出量の種類別構成（1995年）

アスファルト・�
コンクリート塊�

37%�
（3,600万）�

その他�
１%�

（100万）�建設混合廃棄物�
10%�

（1,000万）�

建設発生木材�
６%�

（600万）�

建設汚泥�
10%�

（1,000万）�

コンクリート塊�
36%�

（3,600万）�

全国計�
9,900万t

（出所）平成７年度建設副産物実態調査�



－26－

るように、建設廃棄物は不法投棄の件数で７割、重量で４割と大きなウエイトを占めてい

る。この要因としては、建築物の解体に係るモニタリング制度の不備から、いわゆるミンチ

解体が横行した結果といわれているが、不法投棄件数が増加基調で推移していることもあり

（図表２－６）、不適切な処理に伴う環境負荷を軽減する観点からも、建設廃棄物は大きな焦

点となってきたところである。

図表２－４　不法投棄産業廃棄物の構成（件数、97年度）
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図表２－５　不法投棄産業廃棄物の構成（重量、97年度）
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（2）建設リサイクル法の導入

建設廃棄物のこうした現状を改善するとともに、今後予想される排出量の増大に対処すべ

く、2000年５月に「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）」

が新たに制定された。この法律の概要は、図表２－７に示すように、一定規模以上の建設工

事を対象に、特定の建設資材（「特定建設資材」）について分別解体や再資源化を義務づける

ことで、建設副産物の処理に新たな枠組を設けようとするものである。同時に、解体工事業

者に対して、技術管理者の選任等を要件とする登録制度を導入し、解体工事レベルの底上げ

を図ろうとしている。

特定建設資材とは、①廃棄物となった場合に、その再資源化が資源の有効利用や廃棄物減量

を図るうえで必要であり、かつ、②その再資源化が経済性の面での制約が著しくないもののう

ち政令で定めるものとされ（法第２条第５項）、これまでに、コンクリート、コンクリート及

び鉄からなる建設資材、木材及びアスファルト・コンクリートの４品が指定されている２。

一定規模以上で法が対象とする工事の受注者等は、特定建設資材を分別解体等により現場

で分別すること（法第９条第１項）及び再資源化すること（法第16条第１項）が義務付けら

2． 平成12年政令第495号。一般には、②をコンクリート２次製品として、コンクリートの一部として扱
い、３資材とされていることから、本稿でも、以下、法の対象はコンクリート塊、アスファルト・コン

クリート塊、建設発生木材の３資材として扱うこととする。

図表２－７　建設リサイクル法の概要
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　2010年度（平成22年度）の再資源化率等＝95％（再資源化重量 排出重量）�
・分別解体等の実施義務化�
・再資源化等の実施義務化（木材については、一定条件下で縮減も可）�
・発注者による工事の事前届（都道府県知事）、元請業者から発注者への事後報告などの義務化�
・契約書面上、解体工事に係る費用を明記�
・解体工事業者の登録制度（01 ６～）および解体工事現場への技術管理者の配置等の義務付け�

名称�
施行等�
�
�
目的�
�
特定建設�
資材�
�
対象建設�
工事�
�
再資源化目標�
ポイント�
�

（出所）各種資料より作成�

のうち一定規模以上のもの�
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れる。ここで受注者等は、元請業者だけでなく、対象建設工事に下請けとして参加する者を

含む広い概念とされている。また、再資源化は、マテリアル・リサイクルとサーマル・リサ

イクルの双方を含む概念とされているが、政令で定められる「指定建設廃棄物」について

は、再資源化を行う経済性の制約が相当程度大きいなど一定の条件を満たす場合、適切に焼

却するなど「縮減」すれば足りることとされている３。

建設リサイクル法の特徴を整理すると、次の３点に集約されるものと思われる。

第一に、建設工事に関わる当事者の範囲が広い点を踏まえて、広範な関係当事者の役割分担

を規定している点である。図２－８は、分別解体や再資源化等を実施する流れをみたものであ

るが、中心的な役割を担う受注者について、元請業者と下請け業者の間の告知義務などを規定

したうえ、発注者に対しても、都道府県知事に対する分別解体等に係る計画の提出や、建設工

事の契約書に分別解体の方法や費用の記載を義務付けるなど、当事者全てに分別解体の方法等

が認識され、かつそれに係るコストが認識されるような仕組みが講じられている。

第二に、上記と関連するが、一連のプロセスで都道府県知事が果たす役割が非常に大きい

点である。都道府県知事は、指針の策定や上乗せ条例等によって、法の運用方向を定めるほ

か、分別解体や再資源化等に係る各種届出をモニタリングし、必要に応じて誘導を図るなど、

他の環境法規制に比べても大きな役割を果たすことが期待されている。建設副産物の場合、

発生量、処理インフラの整備状況、最終処分場の余力、再生材と競合する天然資材の調達の

難易度など、地域特性に左右される面が大きいことから、この点に配慮した結果であろう。

第三に、現実を踏まえ、将来に拡張余地を残した制度設計となっている点である。資源有

効利用という観点からは、再資源化等の対象となる資材をより広く取るという選択肢もあり

3． 木材が対象。

図表２－８　建設リサイクルの流れ

事前届出�

変更命令�
発注者�

（分別解体等の計画作成）�
都道府県知事�

廃棄物処理法に�
基づく報告書提出�

元請業者�
（再資源化等の完�
了の確認）�

・分別解体等、再資源化の実施�
�
・技術管理者による施工の管理�
�
・現場における標識の掲示�下請業者�

元請業者�
（対象建設工事の届出事�
項に関する書面）�

契約�告知�

受注者�

資料：国土交通省�

助言・勧告、命令�
書面による報告�
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うるが４、経済性を確保しうるリサイクルシステムを整備したうえで、これを拡張していく

という観点に立てば、これまでのところ相対的に再資源化が進んでいるコンクリート塊、ア

スファルト・コンクリート塊を中心とするのは合理的な選択といえるだろうし、また現状を

是正するという観点からみても、再資源化が遅れているうえ、ダイオキシン規制の強化等で

焼却が困難になりつつある木材を対象としている点や、不法投棄対策につながる解体事業へ

のモニタリング制度のビルトイン（登録制度）には効果が期待出来る。適正な処理インフラ

の整備と、そこへのモノの流れが確保された将来においては、使用済みプラスチックや石膏

ボードなど、現状適正処理が困難な建材へも拡大適用は容易になっていくであろうし、その

方向性は、2000年末に関係６省庁が策定した「建設リサイクル法基本方針」にも指摘されて

いるところである。

２．リサイクル産業と建設リサイクル法の影響

（1）建設副産物リサイクル市場について（入口論）

次に、こうした建設リサイクル法の導入によって、建設副産物を対象とするリサイクル産

業にどのような影響があるかを考えてみよう。始めに、第１章でみた排出量急増というシナ

リオのもとで、建設リサイクル法が与える影響について考えてみたい。法の施行によって、

今後、特定建設資材となった３資材（コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊、建

設発生木材）の再資源化率は、2010年（平成22年度）に向けて95％にまで上昇していくこと

になる。この過程で今後追加的に生じる処理需要を、図表２－９のように、従前の処理レベ

4． 実際、東京都では2002年度を目途に、法指定の３資材に加えて、プラスチック（塩ビ管や継ぎ手）、石

膏ボードなども独自にリサイクルの対象とする方向で検討中と伝えられている。

図表２－９　試算の前提条件

リサイクル�
進展ライン�
（2010年度）�

路盤材としての利用が大半。新材とのウエイトを�
現状レベルで固定建材への再利用などの拡大�
用途は現状を維持�
現状⇒還元材利用、マテリアルリサイクルの進展�
　　　による向上�
本推計では改善を見込まず�
本推計では改善を見込まず�
本推計では改善を見込まず�

アスファルトコンクリート塊�

建設汚泥�
金属くず�
その他�

排出量85％�排出量95％�

コンクリート塊� 50百万t 年� 排出量95％�

既存処理�
ベース�

種　　　　類� 備　　　　　　　　　　　考�

建設発生木材�

その他� 排出量14％�
排出量100％�
排出量11％�

排出量14％�
排出量100％�
排出量11％�

排出量95％�排出量40％�

・リサイクル（再資源化）には中間処理を含む。従って、残余が最終処分量�
・ベースライン（2001年度）から平均して進展ラインに達すると想定�
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ルが継続した場合と法が求めるレベルとの差分と考えて試算した結果が、図表２－10（付表

２－１）である。この試算の結果によれば、今後の排出量の増加と、法が求める再資源化率

の上昇により、追加的に処理されるべき量は2010年で120百万トン程度となり、その後も緩

やかな増加を続ける。重量構成では、排出量の増大が著しいコンクリート塊が大宗を占める

ことになる（図表２－11）。

図表２－10　リサイクル進展に伴う追加的な処理量の試算
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図表２－11　追加的処理量の種類別推移
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これらが専用プラントなどで処理され、再生資源として再度建設現場等に投入されること

になるわけだが、こうした追加部分を含めて、建設リサイクル産業の市場規模を、再資源化

費用（受入ベース）が現状並に推移すると仮定して求めたのが図表２－12（付表２－２）で

ある。ここで再資源化費用（受入ベース）とは、図表２－13に示すように、輸送コストを含

図表２－13　金額換算の前提

発生� 再資源原料化� 再資源化�

この部分の費用で計算�

受入費用想定：コンクリート塊�
　　　　　　　アスコン塊�
　　　　　　　木くず�

3,000 円 t

2,500 円 t�
10,000 円 t

コンクリート塊�

アスファルトコンクリート塊�

建設発生木材� チップ化�
パーティクルボード等�

燃料�

受入、再生工程�

受入、再生工程�

再生骨材、土壌改良材等�

再生アスファルト合材等�

輸�
�
�
送�

図表２－12　建設リサイクル市場規模の試算
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まない中間処理段階での受入費用だけである点には留意されたい。輸送コストを含めないの

は、工事現場の立地条件によって大きく異なるためである。この推計によれば、建設リサイ

クル産業の市場規模は、従前の3,000億円／年程度に、今後新たな再資源化ニーズ4,000～

5,000億円程度が加わり、全体では、年間8,000～9,000億円程度に達するとの結果が得られる。

但し、この種の試算の常として、多くの限界を含んでいることには留意が必要である。こ

の試算に関する限界としては、第一に、建設発生木材の取扱いがある。リサイクル法が施行

されても、現実には相当量の発生木材が、経済性の理由から再資源化されず、縮減されるに

留まるものと予想されているが、ここでは、この点を織込んでいない。これは、焼却炉の動

向が不透明なためである。産業廃棄物焼却施設の構造基準・維持管理基準が改正されるなど

規制の強化を受け、既存焼却施設の多くが、新基準をクリアするのに必要な多額の改造費用

を負担出来ず廃炉になると見込まれていたが、現実には、ひとたび廃炉してしまうと、再度

の許可取得が困難である等の理由から、操業を継続する事業者が多いと伝えられており、解

体系発生木材の受け皿がどうなるかは現時点では判然としない。

第二に、排出量原単位が一定と仮定して議論を進めてきた点である。そもそも原単位自体

が経年変化するうえに、法の趣旨に沿って現場での分別が進展すれば、今後、現場内での利

用可能性が高まり、発生量に対する搬出量の割合は低下する可能性が高い。この点について

も拠るべきデータがないため、推計には織込んでいない。図表２－14は、試みに、現場内で

図表２－14　排出割合が低下した場合の影響
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の再利用が進展して、排出量が段階的に低下した場合を仮定したもの（排出原単位を2002年

度以降、５年間で10％減少させ、以後横這いとした場合）であるが、これだけでも入口論と

しての市場規模は大きく影響を受ける。

第三が処理費用の問題である。ここでは、現状の中間処理費用に近い水準で想定している

が、今後の排出量増大や技術革新などで価格動向は大きく変化する可能性がある。

このように、入口論としてリサイクル産業の市場規模（取り扱うべき発生量）の議論は、

今後拡大していくのは間違いとしても、数多い前提条件の僅かな変動でも大きく変化すると

いう点には留意が必要である５。

（2）再生資源の受け皿の問題（出口論）

リサイクル産業への影響を考えるうえで、より大きな問題は再生資源の受け皿（出口）の

部分である。リサイクル事業には、①発生した廃棄物処理を引きうける処理業（サービス

業）と、②引きうけた材を原材料等に加工して販売する（加工業）、という２面がある。単純

化すれば、①の処理収入と②製造販売収入からなる収入で、これに付随するコストを吸収で

きれば、ビジネスは成立するわけだが、現実には、この図式を成立させるのは容易ではな

い。その要因は、多くの場合、加工業に係る収入が小さいうえに安定しないことと、コスト

負担の重さに求められる。従って、リサイクル事業を論じる場合には、上記のような市場規

模（処理業としての収入面）だけではなく、再生資源の市場性、コスト面にも目を向けなけ

ればならない。

まず、再生資源の市場性についてみれば、マテリアルリサイクルの場合、大部分の材はカ

スケードリサイクル６され、用途はより下のレベルに移っていくが、そうした受け皿部分は

供給過多の状態にあり、市場性は乏しい。またサーマルリサイクルでも、純粋に民間事業と

して行う場合は、売電は自家発電の余剰電力扱いとなり、売電価格は極めて低水準である。

これを、建設リサイクルについてみてみよう。図表２－15に示すように、これまで相対的

にリサイクル率の高かったコンクリート塊やアスファルト・コンクリート塊は、砕石として

利用され、その主たる再投入先は路盤材や路床材など道路であった。しかし、この用途も今

後排出量が増大するなかで吸収には限界がある。図表２－16にみるように、路盤材の需要

5． なにより、今後の維持・補修技術の向上により長寿命化が図られることで排出量の急増シナリオが修正

される可能性もある。この点に関しては、第４章で扱う。

6． モノの流れを滝になぞらえたもので、リサイクルを通じて再生材の用途が品質の高いものから品質の低

いものへ徐々にレベルを落としていくもの。水平的（ホリゾンタル）なリサイクルや、機能付与（アッ
プグレード）リサイクルの対になる概念。
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図表２－16　骨材需要の推移
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図表２－15　再資源化フロー（95年度）
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は、年間200百万トン程度である。図表２－17にみるように、骨材の供給は、現在大部分が

砕石業からのものであるが、解体コンクリート塊からの投入量を増加させようとすると、こ

うした既存の砕石業との棲み分けが問題となる。加えて、路盤材や路床材は、他の再生資源

（製鋼スラグ、カレットなど）や廃棄物処理残さ（溶融スラグなど）にとっても有望な投入

先と見なされており、今後、再生資源同士の競争激化も予想されところである。再生材市場

の拡大は急務といえる。

次にコスト面をみれば、そもそもリサイクルという活動自体が、従来のモノの流れ（建設

⇒解体⇒廃棄）に、分別解体⇒再資源化という新たな流れ（リバース・フロー）を付加する

ことで追加的なコストをもたらす事業である。特に、再生材が低付加価値品の場合、輸送コ

ストの吸収は限定的にならざるを得ず、プラント立地の選定など、これを如何に圧縮した形

にできるかが事業性を大きく左右する。また、リサイクルを行った後の残さの最終処分費用

も、処分場の容量の確保がおぼつかない現状では増大は必至であり、全体コストを押し上げ

る要因となる。

こうしたコストの問題は、排出量が多く、重量がある建設副産物の場合、特に顕著に表れ

るものと考えられる。

総じて、リサイクル産業は、装置産業的性格が強いうえに、こうした多くの制約を課せら

れており、見かけのセミマクロ的な市場規模とは裏腹に、事業性の確保が容易でないという

図表２－17　骨材供給の推移
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特徴がある。こうした障害をクリアし、事業性を確保していくためには、政策、ビジネス両

面での取組みが重要となってくるだろう。

（3）リサイクル産業化を巡る様々な取組み

それでは、こうした課題に対して、産業界ではどのような対策が講じられているのであろ

うか。

再生資源の市場拡大の面では、現在、①リサイクル法の対象である３資材について、コン

クリート塊と木材を中心に様々なシーズが提示されており、②その他の資材については、再

資源化に向けた技術開発が進展している段階にある。３資材のうち、アスファルト・コンク

リート塊は、道路の補修等を通じた現在の再生ルートが今後も維持できると考えられること

から、他の２資材に焦点が当てられているものと考えられる。これら再生資源の用途を広げ

るために高度な再生処理を施そうとすれば、専用のプラントが必要となり、輸送費用などコ

スト負担の増大につながる。現在、提示されているシーズは、再生技術面に留まらず、こう

したコスト抑制にも意を砕いている。図表２－18は、こうした中から、幾つかの代表的な事

例を整理したものである。

①コンクリート塊の処理

コンクリート塊処理の市場性を広げる面では、再生コンクリート利用の多様化・階層化に

向けた技術体系が整備されつつある点が注目される。これは、路盤材・路床材利用という従

前の用途をベースに、品質に応じて、構造体や基礎部分等など、より高度なマテリアルリサ

イクルを加味していこうとするものである。

コンクリート塊から回収される再生骨材を構造体に水平的にリサイクルしようという技術

シーズのなかでは、図表２－18に挙げた三菱マテリアルの加熱すりもみ法（ダイヤゲイト技

術）が注目される。これは、粗破砕したコンクリート塊を加熱処理（300℃）することでセメ

ントペーストを脆弱化させ、その後チューブミル内で擦り揉みして細骨材と粗骨材を分離し

て回収するというものである。セメントペースト20％、細骨材33％、粗骨材47％のコンク

リート塊から、微粉25％、細骨材31％、粗骨材44％が回収され、骨材回収率は94％に達し、

加熱処理を伴わない他の処理技術に比べて極めて高い水準を確保している。回収された骨材

の品質も天然骨材と同等の高い水準にあり、JIS（A5005）が骨材に求める基準（絶乾密度＞

2.50g／cm3、吸水率＜3.0％）をクリアしており、また、再生骨材を用いて製造されたコンク

リートの品質も、普通骨材を用いたものに比べ、強度は同等、耐久性（乾燥収縮）では、粒

径が揃っている分、むしろ優れているという結果が得られたという。まだ実証プラント段階
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図表２－18　建設リサイクルの技術・システムのシーズ例
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のため７、処理コストは通常の骨材回収処理に比べて高額であるが、集中制御システムを採

用して省力化が図られている点や、微粉の回収も可能である特徴を活かして、これを地盤改

良材などの市場に乗せていけるようになれば、実稼動プラントとして大型化させることで、

処理コストを大幅に引き下げることが可能になるであろう。この技術が実用段階に入れば、

品質の問題から量は限られようが、コンクリート塊の一部が、構造体コンクリートという水

平的なマテリアルリサイクルの道を確保することになる。

こうした構造体への利用を最高レベルとして、以下、構造体ほどの強度を必要としない基礎

工事や擁壁などの中レベルのマテリアルリサイクル、路盤材や埋め戻し材などのカスケードリ

サイクルという多段階の用途を確立できれば、コンクリート塊発生量が増大しても、これから

得られる再生資源には十分な市場性が確保可能と考えられる。もっとも、その場合には、こう

した多段階の用途に対応した品質の管理が重要になってくるが、この点については後述する。

処理コストの削減という面では、オンサイトで処理することで、排出量を抑制すると同時

に、現場内でのリサイクルを進めようとする、モバイル型の設備技術が進展している。上述

のダイヤゲイトプラントも、実証設備は移設可能であるが、この分野に関しては、建設機械

メーカーの取組みが注目される。

コンクリート塊の処理を現場で行うか、プラントに搬出するかは、解体工事量（規模）

や、工期、処理プラントまでの距離及び処理業者の能力など、個々の案件が置かれた状況に

よって異なるが、解体後の更地条件も大きなファクターである。コンクリート建築物では、

基礎部分を解体した後に大きな穴が空き、これを埋め戻すための土の量は不足する。発生し

たコンクリート塊の最初の受け皿がこの部分になるのは前述の通りであり、国土交通省の基

準にあった粒径に破砕（RC30以下）したうえで埋め戻し材として利用されている（即ち排出

量にはカウントされない）。しかし、高層建物を中心に、こうした埋め戻しでは処理しきれ

ず、多くのコンクリート塊が現場から排出されることになる。排出後の処理方法には、大ま

かに、①近隣のプラントへの中間処理委託、②ニーズのある他の工事現場への運搬（破砕場

所はオンサイトもしくは、持ち込んだ先）、③オンサイト処理して、商品（RC40の再生路盤

材など）として外販、という３形態が考えられ、それぞれに一長一短があるが、輸送コスト

という最大のコストファクターと、これに伴う社会的費用を圧縮するという点に注目すれ

ば、オンサイト処理も有力な選択肢といえるだろう８。

7． 能力５t/hの移設型で、NEDO実証プラントとして1998年度から２年間の実証を行ってきた。
8． もっとも、この場合は解体事業者が自ら中間処理を行うことになるため、騒音対策や振動対策など周辺

への配慮・対策などの負担もあり、これとのバランスが重要となる。
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現在、建設機械業界は、リサイクル市場の拡大を見越して９、移動式破砕機などの分野で

の新たな技術革新やシーズを強化しており、今後の展開が注目されるところである。

②建設発生木材の処理

建設発生木材については、もともと防腐剤や防蟻剤が塗布されているなど、品質面でリサ

イクルが難しいものが多いため、前述のように、焼却されるものが多く、かつ今後も動向は

不透明であるが、それでも市場性の拡大に向け様々な技術シーズが提示されている。一部の

上質材について行われてきた合板ボードや製紙材料への再利用に加えて、最近では、大量処

理に向く還元材利用、発電利用あるいはセメント焼成燃料利用といった新たな展開が進展し

ている。この背景には、木材の場合、カーボンニュートラルな材であるため、他の材に比べ

てサーマルリサイクルをより積極的に評価しやすいという面があるといえる。

例えば、図表２－18に掲げるNKKでは、CFBボイラによるバイオマス発電10 と、高炉によ

る還元材利用の２つの方向から、低質木材の大量リサイクルを志向している。

CFBボイラーは、多種燃料適合性があり、瀝青炭や褐炭だけでなく、低質の無煙炭や半無

煙炭、各種バイオマス（ピート、バーク、木くず）、油類、さらにはスラッジまで対応できる

という特徴がある。同社では、2000年度より林野庁の補助を受けて、大阪平林地区において

CCA木材11 のリサイクル及び燃焼による適正回収処理システムの開発を進めており、概ね大

都市圏では事業のフィージビリティを確認できたとしている。

また高炉への吹きこみは、建設発生木材を粗破砕したの後、更に微破砕したもの（10mm

アンダー）を還元剤として利用しようというものである。既に容器包装などを契機に、使用

済みプラスチックでの実績を積んでいるだけに、この用途の場合は、建設発生木材だけでは

なく、建設系の使用済みプラスチックを粉砕、PVCを除去したものと、ハイブリッド化して

投入することも考えているという。現在進めている実証は、①木材破砕技術の確立、②ハイ

ブリッド造粒技術の確立、③気流輸送技術の確立、④木材の羽口先挙動の解明、⑤高炉操業

9． 自走式の破砕施設が産業廃棄物処理施設かどうかについて議論があったところであるが、ゼネコンなど

事業者が使用する場合に限り該当しないこととなった。このため中間処理業者が業として自走式破砕機

を使用する場合には、廃棄物処理法の設置許可が必要となるため、この部分の市場はゼネコンなどを対

象とするレンタルやリース中心となるものと考えられる。
10．循環流動層ボイラ（CFBボイラー）とは、燃焼粒子を燃焼空気によって流動化する流動層燃焼の一種で

ある。燃焼粒子の流動形態別にみると、大きくストーカー燃焼、流動層燃焼、微粉炭燃焼に分けること

が出来るが、このうちストーカー燃焼は廃棄物焼却炉のストーカー炉に代表されるように、焼却に軸足

があり、反対に微粉炭燃焼は、事業用火力発電で用いられるように発電に軸足を置いている。流動層燃

焼は、両者の中間に位置しており、廃棄物発電（焼却＋発電）に向いているといわれている。同社では
91年に独Steinm ller社と技術提携を行い、当該ボイラの製造・販売を行ってきている。

11．クロム、銅、砒素の頭文字を取ったもので、防腐剤や防蟻材などを含有する木材
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への影響認定と安定吹きこみ、を課題としており、あわせて、CCA木材がスラグ化して無害

化すること、防虫剤その他が2400℃の高温還元雰囲気で完全分解することなど、品質面の問

題も確認される予定である。

いずれも、これまで市場性に乏しかった低質材の大量処理に道を開くものとして期待され

るが、こうした技術が活かされるためには、供給量の安定確保が至上課題となるだろう。ま

た、市場性という面では、建設発生木材の場合、コンクリート塊と異なり、再生材の利用者

が建設業に限定されず広範に亘り、情報の偏在による需給ミスマッチが生じやすいという点

も無視できない。コマツのように、こうした需給ミスマッチの解消に向けた情報仲介機能を

強化するというのも、市場拡大・コスト削減の両面で効果が期待できるだろう。

こうした量の確保とも密接に関連するのが、コスト圧縮に向けた動きである。コンクリー

ト塊などと同様、建設発生木材についても、輸送コストの吸収には限界があるため、コスト

の削減は如何にこれを圧縮するかが中心となる。この点は、表中に掲げる、竹中工務店の取

組みのように、ロジスティックス企業と連携して物流コストの削減を図るスキームからのア

プローチ（上質材中心）と、コンクリート塊と同様に、建設機械メーカーが提示するオンサ

イト処理の拡大による輸送コスト回避からのアプローチ（質は問わず）がある。バイオマス

発電や還元材利用などの大規模リサイクルが、今後発生木材の安定量確保に向けたどのよう

なスキームを提示してくるかが注目されるところである。

③建設業の取組み

こうした取組みを後押しするのが、建設業自体の取組みである。現在、元請となる大手ゼ

ネコン等を中心に、ゼロエミッション工事などに代表される分別解体の徹底や再生資源の積

極的な利用に向けたグリーン購入の拡大など、リサイクル事業を入口、出口の両面でサポー

トする動きも活発化している（図表２－19）。実際に建設副産物の発生や排出を抑制するの

は、現場の努力に負うところが大きいうえ、特に中小の現場となると、静脈インフラの整備

状況など地域差も大きいため、画一的な対応は難しく、単純に何らかのスキームの導入で解

決できるものではないとはいえ、多くの企業が、発生抑制に向けてプレカットの多用、建材

のユニット化、ブルーシートの全フロア使い回し、建材搬入業者との話し合いを通じた包装

の簡素化など、全社規模での取組みを講じ、効率的な分別やリサイクルに向けたノウハウの

蓄積と水平展開に意を注いでいる効果は小さくないだろう。例えば、清水建設では、これま

で国内2,000箇所の作業所で個別手作業による建設副産物のデータ収集・資料作成を行ってき

たものを、電子ネットワーク化・データベース化し、本社で一元管理を行える体制を構築し

（「kanたす」システム）、2001年９月時点で利用率100%を達成しており、廃棄物の発生原単
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位削減にも貢献している。また、大林組では、従来からの廃棄物削減の取組みを推し進め、

建設現場から発生する副産物の完全な再資源化を進める「ゼロエミッション現場」を大規模

プロジェクトを中心に導入、随時対象プロジェクトを拡大している。ここで得られた知見

は、「ゼロエミッションマニュアル」に纏められ、全現場に配布され水平展開を図るととも

に、今後のグリーン調達にも反映されていくという。なお、前述の発生木材リサイクルシス

テムを構築した竹中工務店では、2001年より東京地区で作業所の巡回回収システムを導入

し、これまでコスト面で分別が進まなかった小規模な現場での分別強化を進めており、ノウ

ハウの水平展開によるシステム改善の好例といえるだろう。

こうした取組みの背景には、各社の環境保全費用に占める廃棄物対策費の重さがあり、コ

スト削減のインセンティヴと結びついているだけに、取組みは年々高度化しており（例え

ば、建設混合廃棄物の発生原単位調査を参照（図表２－20）、上で見た各種の技術シーズとの

相乗効果により、建設副産物リサイクル事業の高度化を促進することが期待されるところで

ある。

図表２－19　大手総合建設業による建設副産物対策の概要
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（4）政策面での課題

政策面では、こうした動きを側面から補強する対応が望まれる。建設リサイクル法と前後

して成立したグリーン購入法などにより、公共工事を通じた再生資源の市場拡大が期待され

ており、事実、建設リサイクル法の基本方針では、国の直轄事業について、特定建設資材か

らの再資源を率先利用する方向性を示している。この基本方針では、直轄事業での利用にあ

たって、経済性は二の次とされる一方で、用途毎に要請される品質等は当然のことながら考

慮用件とされている。ここで問題となるのが品質管理である。上記でも若干触れたが、現在

の品質規格では、そもそも再生資源を想定していないことから、この面での対策が必要とな

ろう。建築基準法の改正（同報§37Ⅰ、Ⅱ）により、建築物の基礎及び主要構造部などに使

用する材料（「指定建築材料」）は、国土交通大臣が定めることとされ、このうちコンクリー

トはJIS（A5308：レディミクストコンクリート）に適合していないと原則使用できないこと

とされた。このJIS規格は、砂利や砂が天然資源であること、砕石や砕砂は岩石から取ったこ

とを前提としており、再生骨材を念頭に置いていない。JIS適合品でないコンクリートを利用

する場合、建築基準法は個別の大臣認定所得を求めており、これまで行われた再生骨材の構

造体コンクリート実証試験では、性能がJISを満たしているにも関わらず、この個別認定を取

得している。こうした手続きは運用次第で改善可能ともいえるが、再生資源の利用を積極的

に進めるためには、再生材の利用を前提とした品質規格の整備が必要であろう。現在JIS体系

の大規模な改定が進められているが、この一環として、経済産業省が環境分野を横断的にカ

図表２－20　混合廃棄物原単位の削減目標と実績
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バーする環境JIS12 の検討を開始するなどの動きが伝えられている。これらの整備によって、

こうした点にも改善が加えられていることが期待される。コンクリート塊を例にとれば、最

終的に、構造体に利用される高レベルな再生骨材、基礎工事等の中レベルの再生骨材、路盤

材や埋め戻し材などカスケードリサイクルされる再生骨材、と段階に応じた品質規格が整備

され、これに沿って積極的な公共調達が行われることで、市場性は大きく改善されるに違い

ない。

また、再生骨材の用途がどのレベルに向くものであるかが、解体の段階でないと分からな

いというのでは問題も多い。コンクリートを循環させて、構造材として再使用する技術シー

ズが確立しつつあるのは、先にみた通りであるが、すべての解体物がこの対象となるわけで

はない13。そこに人が活動する建築物に使用される以上、信頼性の確保には十分な配慮が求

められ、塩分濃度や粗骨材・細骨材の粒度分布などについての慎重な検証をクリアしたもの

だけが、水平的なマテリアルリサイクルに回ることになる。そこで、解体前の対象建物のコ

ア部分からテストピースを取り出してアル骨反応や塩分含有割合などの事前調査を行い、再

使用の可否を判定することになる。こうした骨材の品質は、基本的には建築された年代から

ある程度の類推可能だが、実際に現物を調べてみると、建物が古い程品質が良いとは限らな

いといわれる。既存建築物の改修工事などを契機に、骨材のサンプルを取り、再生レベルを

事前に特定しておくなど、データベースが整備されることの効果は少なくないと思われ、こ

うした面でも政策サイドのイニシアチヴが期待されるところである。足下では、コンクリー

ト診断士などメインテナンス時代の到来を踏まえた様々な制度整備が行われており、その一

環にこうした品質データを収集する機能を担わせることが出来れば効果的と思われる。

３．建設発生土に係る問題

（1）建設発生土を巡る問題

これまで建設リサイクル法の対象資材を中心に、建設リサイクル産業への影響を概観して

きたが、これに加えて、今後大きな変化が予想されるものに建設発生土がある。第１章でも

みたように、発生土は、建設副産物排出量で最大のウエイトを占めるうえ、今後も、社会資

12．2002年１月に、日本工業標準調査会の環境・資源循環専門委員会にワーキンググループが設置されて

いる。

13．現在、解体されている年代の建築物から回収される骨材は、川砂利中心の優良なものが多いといわれる
が、今後年代が進むにつれて構造体へ投入可能な骨材の割合は低下するといわれている。
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本の更新進展に伴い増加が見込まれるところである（図表１－16）。発生土は、これまで農地

や宅地の嵩上げ、谷戸の埋め立てなど、内陸部の受け入れを主体に「有価物」として流通し

ており、また近時は情報技術の進展を背景に、工事現場間での取引も効率化するなど、建設

リサイクル法上は直接の論点ではない。しかし、別途、現在議論が進められている土壌汚染

対策が法制化されることで、建設リサイクルの動向に大きな影響を与える可能性が高い。

すなわち、土壌汚染対策の義務化によって、汚染調査と把握が進展することで、発生土の

うち汚染土として廃棄物化するものの割合が増加することが懸念される14。汚染のない発生

土は、引き続き有価物として、内陸部への受け入れや工事現場間の取引で処理されていくも

のと考えられるが、汚染土壌の把握が進むにつれて建設業からの最終処分量が増加し、悪く

すれば、コンクリート塊など他の建設副産物のリサイクルによる最終処分量削減効果を減殺

してしまう可能性も否定出来ない。加えて、汚染への懸念が発生土全体への品質懸念を惹起

し、円滑な流通を阻害することも考えられる。建設発生土は、このように土壌汚染問題を契

機として、間接的に建設リサイクル法の動向に大きな影響をもたらす可能性がある。こうし

た事態を回避するためには、汚染土を最終処分場に搬入するのではなく、浄化した後に埋め

戻したり、他の現場で利用するなど、土のリサイクルに繋げていく必要がある。

（2）環境修復産業の特徴

土壌汚染問題については、通常、①物質の移動や拡散・希釈の度合いが大気や表流水とは

比較にならない程遅く、排出源に対するエンドオブパイプ対策に加えて浄化・安定化処理が

必要となること（ストック性汚染）、②しかも、汚染物質の投入から問題の顕在化までに長期

を要し、その間に責任関係が曖昧になることが少なくないことや、そもそも個人や企業の財

産である土地の下部が対象となるため、実際に対策を講じようとすると複雑な権利・義務関

係を調整するルールが必要となる、といった特徴が指摘される。事実、欧米諸国の多くは、

80年代以降、土壌保護法制の整備によって、この問題に対処してきたわけだが、わが国の場

合、対策が地下水や農地経由など特定の曝露経路に限定され、地質環境全体を対象とする法

規制を持たなかったため、この問題に対する本格的な対策の進展が遅れてきたといわれる。

この間、産業構造の変化が進展し、かつて製造業に供されていた土地を中心に不動産の流動

化圧力が強まるなか、土壌汚染リスクが用地転用の大きな障害となるという認識が一般化し

14．既に、東京都の環境確保条例のように、国の規制に先行する形で自治体による土壌汚染対策の枠組が整
備されつつあるのを受けて、足下では新たに工事に先だって、所有者が汚染調査を行うことが急速に常

識化しつつあるといわれる。従って、こうした傾向は既に強まっているとみることが出来るだろう。
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てきたのを背景に、現在、長年の懸案であった包括的な土壌汚染対策の法規制が導入されよ

うとしているのは周知の通りである。

土壌汚染対策を担う産業（以下、「環境修復産業」とよぶ）に関しては、土壌汚染対策の法

制化に伴い顕在化するといわれる潜在市場規模について既に多くの試算が行われており、い

ずれも巨大な市場規模を示唆している15。この分野における、わが国の企業活動が本格化し

たのは、80年代の後半以降であり、主たる担い手は、建設業やエンジニアリングメーカー、

あるいは非鉄金属精錬などを主業とする大企業である。資金力や技術力のある企業が中心で

あり、先行する欧米企業からの技術導入からスタートし、その後10年余りで、既に技術レベ

ルは欧米に遜色のない水準にあるといわれる。

その一方で、企業活動の舞台である環境修復市場は、比較可能性に乏しい特殊なもので

あった。法規制がないため、これまで実施された土壌汚染対策の大部分は、大企業が必要に

迫られて実施した自主的な対策である。自主的とはいえ、過去の多くの事例が示すように、

汚染が発覚すれば、企業は厳しい社会的批判に晒され、企業イメージを損なうリスクが大き

い。このため、土壌汚染対策に係る情報は厳格に管理され、修復契約も相対取引中心となっ

た。こうした市場特性は、環境修復企業の業態にも影響し、情報管理に神経を使う発注者の

信頼を得るべく、１社で、全ての汚染に対応できる技術体系を構築するフルライン型（ワン

ストップショップ型）業態が一般的となった。環境修復に係る技術は広範に亘るため、これ

を網羅することは企業にとって大きな負担となる。わが国の環境修復市場は、これまでのと

ころ、ユーザーにとっては事前の比較可能性が乏しく、また担い手にとっても案件の絶対数

が少ない割に研究開発などの負担の大きい、特殊な領域であったといえるだろう。

（3）法制度の導入による変化

土壌汚染対策の法規制導入は、こうした特徴を大きく変化させることになる。実際には、

詳細な制度設計や運用動向を待たなければならないが16、大きな流れとして、土壌汚染の調

査や浄化が義務化され、地方自治体などによる汚染地のインベントリー管理などが導入され

ることで、需要は増加し、同時に情報の秘匿性が低下することで、競争原理が働きやすくな

15．環境修復産業の概要や市場規模想定については、例えば、竹ケ原（1999）を参照。この種の試算は、

①現在の土地用途を元に計算されるため、汚染発生の懸念がない業種（サービス業など）の所有地は考

慮外となり過小評価になる、②反対に、現在の不完全な競争環境下での処理費用を前提にしているため
過大評価になる、などの限界を抱えている点には留意が必要であるが、マグニチュードを推し量る意味

合いはあると考える。

16．現時点での検討状況については、環境省土壌環境保全対策の制度の在り方に関する検討会「土壌環境保

全対策の制度の在り方について（中間とりまとめ）」（2001年９月）を参照。
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り、価格低下圧力が高まる方向に向うものと考えられる。

需要の増加には、顧客層の拡大と、最終処分からの代替による処理量の増大という二面が

ある。一定の条件下で調査や浄化対策が義務付けられる以上、顧客層は、①これまでの大企

業の自主対応から中堅、中小企業も含むより広範な主体へと拡大し、同時に、②浄化義務者

以外に、土壌汚染リスクを評価する必要性に迫られる利害関係者が大幅に増加すること、な

どから大幅に増加すると考えられる。一義的には、これまでこの問題に大きな関心を払って

こなかった企業や、土壌汚染リスク抜きで不動産価値を評価してきた不動産鑑定業界や金融

機関などのニーズを中心に、調査・評価プロセスが裾野を大きく広げるものと考えられる17。

最終処分からの代替とは、処分場の逼迫に改善が見込めないうえに汚染土の絶対量が増加

するため、汚染土壌を場外搬出して埋立てようにも、受入れ先の確保が一層困難となり、か

つ処分費用も一段と上昇することから、修復プロセスの最終処分に対する相対的な優位性が

増すことである。

拡大する修復需要は、一義的には輸送コストを伴わないオンサイト（現場）での浄化（埋

め戻し、浄化後の搬出・再利用）ニーズを拡大するものと考えられる。しかし、オンサイト

処理には、工期が長引いた場合に土地利用が制約されることや、搬出される浄化土の問題（受

入先の有無、輸送コスト）など不確定要素も多いことから、今後は、より低コスト・短工期

を実現する技術開発競争が進展しよう。この面では、修復企業より様々な新手法が提案され

ているが、なかには、建設機械メーカーが土壌改良用に投入した移動式の攪拌機が、当初想

定していた用途に留まらず、オンサイトの汚染土壌対策（薬剤の撹拌用）を効率的に行える

ツールとして注目され、修復企業からの要請に応じて攪拌レベルを高めるなど、建設リサイ

クル分野との技術交流・融合の事例が散見され、一層の進展が期待される。他方、オフサイ

ト処理（専用プラントに搬出して上での処理）分野では、非鉄金属精錬などを中心に、既存

の設備・ノウハウを利用でき、かつ浄化後の土壌を自社敷地で吸収できる企業が、従来から

高い競争力を持っており、地域によっては、最終処分からの代替分を相当程度吸収するもの

と予想される。オフサイト処理の課題は、輸送コストであり、今後は建設リサイクルでもみ

られたロジスティクスとの提携などを通じて、より効率的なシステムの提示が期待される。

いずれにせよ、規制導入後の環境修復産業は、需要量が拡大する一方で、従来以上に費用

対効果を問われる厳しい事業環境下に置かれることになる。こうした事業環境のもとでは、

17．こうした需要に対応し､土壌汚染リスクの定量評価などデューデリジェンスサービスの高度化を進める
取組みとして、栗田工業や同和鉱業などが出資母体となって設立されたランドソリューション�などが
ある。
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自社のコアコンピタンスとの関わりが薄い処理技術まで手広く内製化しなければならないフ

ルライン型のビジネスモデルは、コスト競争上維持が困難になる。今後は、相互補完可能な

修復企業同士の提携が一層進展することになるであろう。

ゼネコン各社を筆頭に、こうした修復事業の担い手の多くは、建設リサイクルの主体と重

複する。その意味では、環境修復事業は、広い意味での建設リサイクルの重要な構成要素と

いえ、各企業の積極的な取組みが期待されるところである。

政策面では、環境省の制度研究会の取りまとめでも触れられているように、規制導入に伴

う変化を踏まえ、新たに義務を遂行することになる企業に対する経済的なインセンティヴの

付与など、支援策の整備・充実が求められよう。資金負担能力に乏しい中小企業対策はもと

より、大企業向けにも税制上の引当制度などが導入されれば、環境修復事業の活性化を通じ

た、建設リサイクルの実効性確保という効果が期待出来る。また、オンサイトであれ、オフ

サイトであれ、浄化された土が、汚染されていない発生土と同様に流通できるように品質管

理の面での対応も望まれるところである。



－48－

第３章　ドイツにおける建設副産物リサイクルの動向

わが国の状況に続き、海外の動向に目を向けてみよう。欧州諸国の多くは、70年代に建設

のピークを迎えており（図表３－１）、わが国と同様、これから本格的な建設ストックの更新

期を迎えることになる。但し、建築物の寿命が相対的に長いこともあり、一部を除いて、本

格的な法制度の整備には至っていない状況である（図表３－２）。本章では、このうちリサイ

クルの先進国としてわが国と比較されることの多い、ドイツを取り上げる。

図表３－１　人口一人当りセメント消費量の推移（ピーク時＝100）
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（出所）大内雅博「海外の建設・コンクリート事情」（セメント新聞2001.６.18掲載）より政策銀作成�
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１．ドイツにおける建設リサイクル

（1）ドイツにおける建設廃棄物

まず、ドイツにおける建設廃棄物の定義と、発生状況をみてみよう。96年に施行された循

環経済・廃棄物法は、廃棄物概念を転換したものとしてわが国でもよく知られている。それ

以前の廃棄物処理法（86年法）の下では、わが国と同様、廃棄物は有価物の対概念とされ、

使用済みタイヤなどのように、有価物なのか廃棄物なのか不明確な財の扱いに混乱が生じて

いたといわれる。現在は、①製品（Produkt）と②廃棄物（Abfall）の２種類が規定され、か

つその廃棄物が②－１　再資源化される廃棄物（Abfall zur Verwertung）と、②－２　処分

される廃棄物（Abfall zur Beseitigung）に分類されている。建設廃棄物の定義も、当然これ

に沿っており、図表３－３にみるように、建設発生土（Bodenaushub）も含めて発生物は全

て廃棄物ということになる。このうち、再資源化される廃棄物は、リサイクルに回り、処分

される廃棄物は適正に処理されることになる。排出量は、図表３－４にみるように、220百万

トンと全廃棄物発生量の６割弱を占めている。このうち発生土は136.8百万トンとなっている。

図表３－４　ドイツの廃棄物構成（1996年　暫定集計値）

（出所）連邦環境省、連邦統計庁資料より政策銀作成�
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図表３－３　ドイツにおける建設廃棄物の範囲
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（2）現状と対策

ドイツの建設リサイクルは、業界による自主規制で遂行されている。96年に締結された自

主規制は、建設業団体（ドイツ建設業中央連盟：Zentralverband Deutsches Baugewerbe e.V.：

ZDB）を始め、建築家同盟、エンジニア団体など９つの団体が署名するなど建設業界横断的

なもので、建設リサイクルの推進に向け①研究開発、②教育、③資源の節約、④持続可能性

の確保を進めるという内容である（図表３－５）。その中心になるのが、リサイクルの数値目

標で、95年値との対比で、2005年までに再生可能にもかかわらず埋立て処分されている建設

廃棄物量（発生土を除く）を半減するという内容となっている。

95年時点では、ドイツ全国で、発生土を除き年間85百万トンの建設廃棄物が発生してお

り、このうち31百万トンがリサイクルされ、残る54百万トンが最終処分されていた。最終処

分されたもののうち、８百万トン余りが有害物質を含み、再資源化に馴染まないものである

ことから、自主規制では、これを除いた46百万トンという処分量を、2005年までに半減する

ことを約したことになる。自主規制では、その達成度合いを２年毎にモニタリングして報告

図表３－５　自主規制の内容

締結� 1996年11月11日�

主体�

公約�

方策�

監視�

報告�

ドイツ建設業中央連盟（Zentralverband des Deutschen Baugewerbes e.V.）�
ドイツ建築家同盟（Bund Deutscher Architekten e.V.）�
建築資材連盟（Bundesverband Baustoff-Aufbereiter e.V.）�
再生建材産業連盟（Bundesverband der Deutschen Recycling-Baustoff-Industrie e.V.）�
建設リサイクル協会（Bundesvereinigung-Recycling-Bau e.V.）�
ドイツ解体連盟（Deutscher Abbruchverband e.V.）�
再生建材品質連盟（Gutergemeinschaft Recycling-Baustoffe e.V.）�
コンサルティングエンジニア連盟（Verband Beratender Ingenieure e.V.）�
ドイツ建材リサイクル企業連盟（Verband Deutscher Baustoff-Recycling-Unternehmen e.V.）�
1995年時点で、再生可能にも関わらず最終処分されている建設副産物の量を、2005年まで�
に半減する。�
○情報整備　　　　　　　　　○処理指針等の策定�
○研究開発の促進　　　　　　○処理技術等に関する情報公開�
○教育・訓練　　　　　　　　○自治体、廃棄物処理業界との協働�
KWTB内に専門委員会を組織し、以下を担当する。�
○義務遂行のモニタリング　　○報告�
○実務からのノウハウ収集�
○科学的なサポート�
○成果のドキュメンテーション�
委員会は、毎年連邦環境省に対する以下の報告を行う。�
○建設副産物の処理状況�
○建設副産物や発生土の取引市場に持ちこまれた分量�
○再生資材の建設工事への投入実績�
○リサイクルに適合した施行方法の開発状況�
○リサイクルに適合した解体技術の開発状況�
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することとしており、その第１回報告書（96年データ）が2000年に発表された。図表３－６

に示すように、このモニタリング報告書によれば、96年時点で、83百万トンの発生量に対し

て、再資源化に回ったものは59百万トン弱であり、再資源化率は７割を超え、この時点で

2005年までの目標をクリアしていたことになる。

個別にみると、建設瓦礫類（Bauschutt）は、96年時点で58.1百万トン排出され、全体の

26.4％を占めているが、コンクリートやレンガなど鉱物が主体ということもあって、リサイ

クルは順調である。リサイクル率は71％程度に達しており、その全ては建設部門に再投入さ

れている。同様に、道路材廃棄物（Stra enaufbruch）も全く問題なくリサイクルが進んでい

る。これに対して、建設現場で発生する廃棄物（Baustellenabfall）は、わが国でいう混合廃

棄物に該当するものと考えられるが、包装材や薬剤、溶剤など様々な物質が混在してコンテ

ナに放りこまれていることもあり再資源化率は低い。図表３－７からも分かるように、鉱物

性の建設廃棄物は、埋め戻し工事や道路に投入されることで、現状再資源化に大きな課題は

抱えていないといえる１。

自主規制では、建設発生土は対象とされていない。建設発生土は、96年の統計庁データで

136.8百万トンが排出され、全体の62.2％と最大のウエイトを占めているものの、鉱業での埋

1． ①建設瓦礫類と②道路材廃棄物、そして③建設現場で発生する廃棄物のうち鉱物性のものだけを取り出

し、この鉱物性建設廃棄物（Mineralische Bauabf lle）の処理状況をみると、97年値で排出量77百万ト

ンのうち、リサイクル施設に持ち込まれたものが57百万トン。そのうち、有害物質の含有などで３百万

トンが処分場行きとなり、最終的にリサイクルされるのが54百万トン、最終処分されるのが23百万ト

ンとなる。リサイクルされた54百万トンは、12－19百万トン埋め戻しなどの工事（電線、水道等）に

使用され、35－42百万トンがヴァージン材に混合されて新たな建築工事（大半は道路）に投入されて
いる。鉱物性の廃棄物については現状再資源化に大きな問題はないことが分かるだろう。

図表３－６　建設廃棄物の発生量とリサイクル量（1996）
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図表３－７　材別の再資源化状況
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め戻し、公共土木での再利用を主体に現状９割前後が再利用されているためであろう。

ちなみに、現在作成中のモニタリングレポートで取り上げられる98年度データによれば、

建設廃棄物全体の発生量は、217.2百万トンで、96年度比で僅かながら減少している。構成

は、発生土129百万トン（59.4％）、建設廃材69.4百万トン（32.0％）、道路廃材14.6百万トン

（6.8％）、建設現場から廃棄物4.0百万トン（1.8％）である。

（3）将来予測

こうした現状に対して、将来像は大きく変化すると予想されている。図表３－８は、

Siegen大学のDr. Horst教授による推計である。図に示されているうすく網かけした部分はセ

メント生産量であり、1940年代から増加し始め、その後60年代辺りから激増している様子が

分かる（生産量：40年→70年代央：40百万トン→240百万トン）。Dr. Horstは、製造されたコ

ンクリートがどの位の寿命の構造物に投入されたかを仮定し（30年２％、50年40％、70年30

％、90年20％、90年超８％）、これをベースに解体される建築物の量を推計しており、それ

が図に右下部分の領域である。足下から2020年前後にかけて、高度成長期の建築物が解体さ

れることで、発生量はそれまでの傾向線から外れてドラスチックに増加すると予想されてい

る。わが国と同様、ドイツにおいても、現状はともかく、今後これだけの発生量を適切に対

図表３－８　ドイツにおける建設廃棄物発生量の予測
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処できるかが問われることになる。その場合、現状の比較的良好な再資源化を支えてきた前

提条件が変化することも懸念材料といえる。

すなわち、以前は、道路建設が活発であり、これが再生材の主たる投入先として機能した

が、今後は新たな建設計画も少ないなど、受入れ能力は先細りになると予想されることであ

る。また、この間の建築物の素材構成が変化していることの影響も無視できない。現在解

体・リサイクルされている建築物の大半は戦前のもので６割がレンガであるなど、鉱物主体

の構造であるが、オイルショック後、ちょうどセメントの生産量が激増した以降の建築物の

構造は大きく変わっている。つまり、今後は量が激増すると同時に、回収される素材の質が

低下する（＝鉱物性のウエイトが低下する）という事態に直面することになるわけであり、

何らかの対策を講じなければ、再資源化率の低下は避けられないだろう。

これは、発生土についても同様である。わが国同様、国土面積が限られ、人口密度も（欧州

内では相対的に）高いドイツでは、住宅・交通・産業用に土地需要は旺盛で、１日当り100～

120haの土地で建設工事が実施されている。こうした開発圧力から未開発地（グリーンフィー

ルド）を守るというのは大きな政治課題とされており、このためかつて産業用地として利用

されていた土地を新たな用途に転用する「用地リサイクル（Fl chenrecycling）」が政策の基

調に据えられている。もともと産業用地は、道路や上下水道などのインフラが整備されてい

るわけで、これを再活用できれば効率的なことは疑いないところであるが、用地リサイクル

を進める場合、そこから搬出される建設発生土は汚染されていることが少なくない。開発が

産業用地周辺に集中していくなかで、再利用の難しい発生土の割合が高まり、再利用率の低

下が懸念されているところである。

さらに、リサイクル政策を進展させたドイツならではの、処分場（Deponie）との競合とい

う問題が加わる。廃棄物政策が整備され、容器包装分野でDSDシステムが順調に定着するな

ど民間ベースでのリサイクルルートが拡大したことから、紙、ガラスといった包装材、バイ

オごみなどが新たな経路にシフトし、家庭ごみ（Hausm ll）の発生量は半減している。この

結果、家庭ごみ用に整備された公的セクターの焼却施設や処分場の稼動率は大幅に低下して

いる。TASI２の成立など規制の強化が設備整備費が増加する一方で、処理すべき家庭ごみが

半減するという事態に直面している自治体には、TASI発効後も受入可能な鉱物性の廃棄物を

2． 生活廃棄物に関する技術指針（TASI）。生活廃棄物の高度な中間処理や最終処分場の高度化が義務付け

られ、発効後は、焼却や機械・バイオ処理などの中間処理を施さない生活廃棄物の最終処分場持ちこみ

は禁止される。中間処理施設の整備や処分場の高度化など、自治体の負担は増加することになる。2005
年に向けて現在適用猶予期間中である。
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確保し、処理手数料を確保したいという誘引が強く働く。かくして、建設リサイクルを営む

企業と自治体との間に利害の対立が生じることになる。とりわけ建設廃棄物（発生土を含

む）には汚染のリスクがつきまとうことから、自治体がこれを理由に、再資源化される廃棄

物ではなく、処分される廃棄物として、引渡し圧力（Andienungszwang）や引渡し義務

（ berlassungspflicht）を強めてくる可能性も指摘されている。

２．リサイクル産業と政策

（1）リサイクル産業の事業環境

前出のZDBによれば、過去15年の間に、全ドイツで、建設リサイクルの施設整備に投じら

れた資金は300億DM（≒１兆８千億円）に達し、これによって25,000人の雇用の場が形成さ

れてきたという。同期間のEUの数値が、投資額700億DM、雇用規模60,000人であることと比

べ、ドイツでは建設リサイクルのためのインフラ整備が急速に進んだことが窺がわれる。

建設リサイクル事業は、天然資材へのアクセスや、輸送コストの問題などから地域性に左

右され、リサイクルプラントの稼働率も、50％～80％と分散が大きいといわれる。例えば、

廃棄物処理大手のRethmann社（西部地区会社）も、ニーダーザクセン州で建設リサイクル事

業を展開しているが（発生土は除く）、業務エリアはミュンスター市と周辺地域（半径15km

程度）で、処理量も年間15万トンと小ぶりである。同社の場合、ニーダーザクセン州という

平坦で採石場に乏しいという立地の優位性を有しているが、それでも輸送コストの問題か

ら、業務エリアが限られることを示す事例といえるだろう。

ベルリンの建設リサイクル業団体（BRB）の資料によれば、建設リサイクルの費用は、ス

テイショナリーなプラント設備で12DM／トン、モバイル式など小型機器を用いた場合で６

～８DM／トン程度が一般的といわれる（建設瓦礫類の場合）。

（2）リサイクル推進に向けたシステム

建設リサイクル産業の事業環境を考えるうえで、ドイツには、上記の自主規制と並んで、

正規のリサイクルルートにモノが流れるようなシステムが用意されている点が注目に値する。

まず解体段階では、ドイツでも発生現場での分別回収（selektive Erfassung）は重要なテー

マとして認識されており、既に多くの都市が、建築法に係る許可要件の一つとして廃棄物コ

ンセプトの策定を求めており、単なる解体（Abbruch）から、分解（Demontage）と選別回収

（selektiver R ckbau）へのシフトを促している。図表３－９は、大手リサイクル事業者の業
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界団体であるBDE（Bundesverband der Deutschen Entsorgungswirtschaft e.V.）が実施したモ

デルプロジェクトにおける選別回収のコンセプトを示しているが、工期の制約は受けるもの

の、こうした回収を行うことの経済性は広く認識されるようになっている（図表３－10）。

次に回収・解体後の処理については、主に２つの観点から政策面での支援が行われている。

第一に、再資源化のレベルを上げ、出来るだけレベルの高い再投入を実現していくという

観点から、公共工事を積極的にモデル事業として活用する方向が打ち出されている点であ

る。例えば、99年に連邦交通建設住宅省が提示した行政指針（Leitfaden）「持続可能な建設

図表３－９　選別解体の流れ

（出所）BDE（1996）Kreislaufwirtschaft in der Praxis Nr.4 BAURESTSTOFFE
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（Nachhaltige Bauen）」のなかでも、建設リサイクルの高度化には、公的主体が模範を示す

ことの重要性がうたわれている。

第二に、処理事業者・プロセスのレベルを向上させることである。この点については、処

理レベルの管理には、認証制度と第３者機関によるモニタリングが有効であるという認識の

もとで、96年に制定された「廃棄物処理専門事業所に関する法規命令（Verordnung ber

Entsorgungsfachbetriebe）」が活用されている。この命令は、循環経済・廃棄物法（第52条）

に基づいて制定されたものであるが、「廃棄物処理専門事業所」たる要件を、①組織形態、②

専門性、③設備、④独自のモニタリングとドキュメンテーション、⑤職員研修など多くの項

目に亘って規定している。要求内容の充足は、独立した専門機関３との間で締結するモニタ

リング契約（更に州の環境省等の同意を経て発効）に基づく監査によって担保される仕組み

であり、この契約に基づくモニタリングをクリアした事業者には、「廃棄物処理専門事業所」

としての認証（Zertif izierung）が与えられる。反対に、この認証なく、この事業所名を称す

ることは禁止されている。

この「廃棄物処理専門事業所」の認証を取得するかどうかは、あくまでも任意である。し

かしながら、認証取得のメリットは少なくない。法律上付与されるメリットとしては、認証

取得した事業者には、廃棄物輸送に係る認可、仲介業務に係る認可が不用とされる（循環経

済・廃棄物法第51条）。一連の認可取得に係る工数は無視できないため、コスト面での利点は

小さくない。また、より大きいのは競争上のメリットである。排出者責任が強化されたドイ

ツでは、廃棄物を排出する者は、適切な処理事業者に対して委託しなければならず、この義務

に違反すれば罰則が課せられる。具体的には、委託者は、①法律上の認可を受け、②処理技術

があり、③信頼するに足る、事業者に委託しなければ、選択に係る責（Auswahlverschulden）

を負うこととされる。こうした事業環境下では、廃棄物処理の委託は自ずと認証を受けた企

業に集まることになる。このように、この法規命令は、強制規定ではないが、事実上、リサイ

クル企業の競争条件を規定してレベルの底上げを図る効果を有しているとみることが出来る。

3． T Vなどの専門機関が担当する。建設リサイクル分野では、ZDBがリサイクル事業者の会員に、この
認証取得を課しており、認証取得を支援し、かつモニタリングの効果を上げるべく、専門組織として

EGB（Entsorgungsgemeinschaft BAU）を設立している。
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３．今後の展開と課題

建設リサイクルは、建設市場が今後も安定的に推移するなかで、そのウエイトを拡大して

いくものと予想されている（図表３－11）が、期待通りの展開を図るうえで幾つかの課題が

指摘されている。

まず、今後の発生量増大を踏まえて、再生材の市場を拡大するための品質基準の問題があ

る。再生材の市場を拡大し、厚みを増すためには、ユーザーの再生材に対する信頼感を増す

ことが必要であり、このために再生建材の品質コントロールが重要なのはいうまでもない。

ドイツの現状は、再生建材の数多くの基準（Regelwerk）が乱立する過渡期にある（図表３－

12）。州の共同事業として提案されているTR BS　LAGA（L nderarbeitsgemeinschaft Abfall）

を始め、多くの規格が基準値（Grenzwert）を定め、処理方法などを示しているが、ある規

格を満たしても、別の基準では失格になるといった具合に規格間の整合が不充分であるた

め、グレーな部分が生じ、これが再生材の利用拡大を妨げているといわれる。もともと、公

的セクターなどには、再生材の汚染リスク（タールや重金属類など）を嫌って天然資材を選

好する傾向があるうえに、品質規格に整合性が取れていないため、採石場が近くにあるよう

な地域では、再生材の利用が進まず、リサイクル事業にも深刻な影響を与えているともいわ

れる。

ZDBでは、REL-RGという一連の品質基準を策定しており、これをベースに国内での基準

統一を呼びかけると同時に、同基準を国際的に水平展開するべく任意団体F.I.R.（F d ration

図表３－11　建材生産に占める再生建材の予測
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Internationale Recyclage）を設立し、建設リサイクル業界の相互交流、技術交流、基準統一

などを呼びかけている。現在、オランダ、デンマーク、フランス、オーストリア、スイス、

チェコ、スペインの７カ国から８業界団体が参加しており、今後の展開が注目されるところ

である。こうした品質管理基準の統一性の問題は、わが国の今後の展開を考えるうえで大き

な示唆となろう。

次に、依然として最終処分に回っている再生可能材を、リサイクルルートに戻すため、自

治体との問題を解決していく必要性が指摘されている。この問題は、政治的な要素も多く解

決は容易ではないが、制度面に絞ってみると、循環経済法にいう製品と廃棄物に係る区分問

題（Abgrenzungsproblem）に行きつく。廃棄物が、再資源化すべき廃棄物と処理されるべき

廃棄物とに区別されることは前述したが、前者の再資源化の方法は排出者の自由な選択に委

ねられるのに対し、後者の場合、引渡し義務の対象となって処分場に向うことになる。従っ

て、一言で建設「廃棄物」といっても、どちらに分類されるかによって、扱いは全く異なる

ことになる。建設業やリサイクル産業からは、建設廃棄物は、再資源化されるべき廃棄物で

図表３－12　再生建設資材の品質に関する基準

道路建設用の再生建材に�
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あるという主張がなされ、調整が続けられているが、分権主義の下で州によって対応や解釈

が異なるため、容易に収れんしそうにもない。廃棄物の定義の見直しは、現在わが国でも大

きな論点となっているが、循環経済・廃棄物法の下でも、こうした問題が生じている点は考

慮に入れておいてよいだろう。

４．土壌汚染問題との関連

（1）ドイツにおける土壌汚染政策の流れ

前述したように、ドイツにおける建設リサイクルの将来を展望するうえで、これまで順調

に再利用されてきた発生土が、用地リサイクルの進展に伴う土壌汚染の影響を受ける懸念も

大きな論点であり、これは前章でみたわが国の問題とも共通する。そこで、この問題に対す

るドイツでの対策や、用地リサイクルを担う産業の状況を概観し、わが国への示唆を考えて

みることにしたい。

まずドイツにおける土壌汚染政策の大まかな流れをみてみよう。ドイツにおける土壌汚染

は、汚染跡地（Altlasten）という概念で把握され、これは、①旧堆積場（Altablagerung）、②

旧産業用地（Altstandort）、③旧軍用地（R stungsaltlasten）と大きく３種類に分類できる。

80年代は、これら全てを浄化すべく、各地の自治体が航空写真などの資料を駆使して汚染跡

地インベントリー（Altlastenkataster）を作成し、旧西独全体で18万程度の汚染跡地の疑いが

あるサイトが把握された。これらは、①存在する有害物質の種類、②現在の用途に与える影

響、の２つの観点から判定され、調査・浄化に向けた優先づけが行われた。詳細調査で、自

治体が汚染跡地と判断すると、その旨が土地台帳に記載され、インベントリーと合わせて、

汚染跡地の情報は広く共有されるシステムが構築された。但し、汚染跡地かどうかの判断基

準は、連邦制ゆえに州によって異なり、独自の基準を置く州、オランダの基準を援用する州

など整合性は取られていなかった。

80年代末から90年代始めには、これに旧東独の汚染跡地が加わってくる。図表３－13は、

この時点で把握された汚染跡地の可能性のあるサイト数である。旧東独では、旧国営企業の

民営化プロセスを円滑化するべく、土壌汚染対策に大規模な国費が投入され、この時期が、

ドイツにおける汚染跡地対策が最も盛んであった時期に当る。

そして、90年代の半ばから現在に至るが、この間に環境は大きく変わった。財政難に悩む

自治体は、汚染浄化のような非生産的投資（unproduktive Investition：雇用増等につながらな

い意）を行う余裕をなくし、対策は浄化（Sanierung）から、安定化（Sicherung）へとシフ
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トした。すなわち、遮壁を打ちこんで拡散を防止したり、アスファルト等で雨水の浸透を防

止したりといった低コストの応急措置が主流を占めるようになってきた。98年には、連邦

ベースの土壌保護法が新たに制定され、それまで地域毎に異なっていた汚染跡地の定義を統

一し、また浄化を安定化に優先させるなど、政策体系が整備されたが、この背景には、浄化

から安定化へという流れに歯止めをかける狙いもあったものと考えられる４。

（2）環境修復産業への影響

こうした政策の流れは、土壌浄化を担う環境修復産業の動向にも大きな影響を与えてき

た。80年代には、浄化市場の急拡大を前に、多くの建設事業者が技術開発を進め、様々な浄

化手法を開発・実用化していった。浄化は、その汚染物質をどこで処理するかによって原位

置（in-situ）、現場（on-site）、ステーショナリーな処理施設（off-site）に分類できるが、バ

イオ処理や化学物理的な洗浄、熱処理など多くの新技術が生まれ、多くのプラントが建設さ

4． 連邦土壌保護法の概要や、旧東独地域のプロジェクトについては、前述竹ケ原（1999）を参照。

図表３－13　ドイツにおける潜在的汚染跡地サイト数（98/11時点）
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れ、大量の人員が投入されたのが、この時期である。

ところが、90年代に入ってからの安定化へのシフトで浄化業務量が減少し、競争が激化し

たことに加え、前述のように各種リサイクルの進展によって取り扱う廃棄物量の減少に直面

した自治体が、汚染土の処分場受入れを強化したことなどから、ドイツの環境修復産業界

は、80年代の熱狂から一転、多くの企業が市場からの退出を余儀なくされた。80年代半ばに

は200DM／トン程度であった処理収入は、現在70DM／程度にまで下落しているという。最

終処分場の受入れ費用が平均80DM／トン程度ということからみて、これと競合可能なレベ

ルにまで下落したということであろう。現在は、こうした再編期を生き延び、企業買収など

を通じて規模を拡大した非常に専門性の高い大手企業が、海外での修復業務を拡大するなど

して業容の安定を図っている状況にあるといわれる。例えば、この分野でリーディングカン

パニーの一角を占めるUmweltschutz Nord社は、バイオレメディエーション技術をコアに、

専用プラントでのオフサイト処理を中核業務としているが、欧州と並んで北米と南米を重点

市場に挙げ、受注確保に注力している。

ドイツの環境修復市場は、未だに本格的な競争期を迎えていないわが国とは比較にならな

い程成熟化しているとはいえ、わが国環境修復産業の長期展望を考えるうえで示唆に富むと

いえるだろう。

（3）自治体によるマネジメント

わが国での土壌汚染対策の進展を占ううえでは、こうした産業面と並んで、自治体による

マネジメントをどのように構築していくかも大きな論点である。ドイツでは、この問題に対

して基礎自治体の果たす役割が極めて大きい。以下、具体的な事例として、Hannover（ハ

ノーバー市）とDortmund（ドルトムント市）を取り上げ、汚染跡地マネジメントに果たす役

割をみてみよう。

先に、汚染跡地の把握が自治体によって進められたと述べたが、これは市町村の持つ都市

計画権限の裏返しである。ドイツでは、市町村が強力な都市計画権限を保有しているが、こ

れは国土計画（Raumordnung）に沿って作成される建設管理計画（Bauleitplan）に基づいて

発動される。建設管理計画は、都市全体の空間的な発展構想を示すマクロ的な土地利用準備

計画（Fl chennutzungsplan、通称Fプラン）と、ここから誘導され、特定の都市領域につい

て建築等を規制する地区詳細計画（Bebauungsplan、通称Bプラン）の２段階から構成され、

これらの作成にあたっては、あらゆる利害に配慮し比較考量を行うことが義務付けられる

（Abw gungsgebot）。なかでも、健康的な居住・就労環境の確保といった住民や労働者の安
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全に対する一般的要求は重要な考量項目であり（建築法典第５条１項）、汚染跡地は、この点

に係る典型的なリスクであるため、Fプラン、Bプランともに、土壌が有害物質で深刻な汚染

を抱えている場合には、その旨を記載するよう求められている（建築法典第５条３項、第９

条５項３）。計画手続き段階で、汚染跡地の疑いが存在していたにも関わらず調査を行わな

かった場合、比較考量に瑕疵があったことになり、計画は無効となる（同第214条３項）。

市町村はこうした義務を果たすために、汚染跡地の把握と評価を進めるとともに、これに

応じて都市計画を決定し、例えば深刻な汚染地では住宅用途を排除するなど木目細かな政策

決定を行うことになる。また、浄化の必要に迫られた企業をサポートして、浄化作業を誘導

していくことも、浄化レベルが最終的な土地の用途を規定することからも市町村の重要な機能

とされる。個別具体的な汚染土壌の影響について、金融機関などにアドバイスを実施するケー

スも少なくないなど、ドイツでは、市町村が汚染跡地対策で中心的な役割を果たしている。

（4）ハノーバー市の汚染跡地マネジメント

ハノーバー市の環境局は、水質保護（Wasserschutz）、土壌保護（Bodenschutz）、廃棄物政

策（Abfallwirtschaft）の３つを主な政策課題としている。このうち、汚染跡地対策では、旧

堆積場、旧産業用地に加えて、戦前に市内にあったHanomag社の軍需工場が爆撃を受けた影

響という同市特有の要因が加わる。判明している汚染の概要はインベントリーによって把

握、公示されている。同市で環境政策が奏効し始めたのは、水質保護、廃棄物処理、自然保

護、環境情報など多くの機能を束ねた環境局が成立して、全ての課題に対して統一のとれた

政策を展開できるようになってからのことである。これは、他の都市についても同様であ

り、機能の分解は、制度上の間歇を生じやすく、システマチックな対応を困難にする。その

典型例が、何度か紹介してきた処分場の操業度の維持とリサイクルの推進との間で生じる廃

棄物の奪い合いなどの問題である。

同市での代表プロジェクトとしては、現在浄化がほぼ完了しつつあるけケルテス敷地

（KERTESS-Gel nde）の事例がある。ここは、市の南部にあったケルテス化学（Firma

Kertess-Chemie）に対して、搬入・搬出用の引込み線用地としてドイツ国鉄が賃貸していた

1.8ha余りの土地であるが、工場閉鎖後は長らく使用されず放置されていたものである。用地

は、化学物質の積み込み、積替え時の漏出が原因で有機溶剤などを主因とする深刻な汚染を

抱えていた（敷地内の総有害物質量は130トン）。有機溶剤は、地下15mの不透水層に達して

おり、また土壌ガスの汚染も深刻で揮発による健康への影響も懸念される状況であった。当

該用地を浄化する責任を負うこととなったドイツ鉄道では、89～90年の危険調査、91～93年
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にかけての浄化調査を経て、94年に遮壁（Dichtwand）を打ちこんで汚染の拡散を防止し、

その後地下水の浄化を96年から開始した（浄化計画期間は4～10年以上を想定）。

ハノーバー市当局は、浄化後の跡地開発の許認可権者として本件に関与し、主として①他

の州政府機関（厚生省など）と協力して、土壌ガスと地下水に係る浄化目標値を設定するこ

と、②跡地利用コンセプトを設定すること、に関して大きな役割を担った。ドイツ鉄道と市

当局との交渉を通じて設定されたコンセプトは、オンサイトで地下水と土壌ガスの浄化を行

い、その後事業用地として再活用しつつ汚染除去を継続するというものとなった。現在は、

既に汚染物質の95％程度が除去されたことで、都市計画上も建築誘導計画が変更され、DIY

店舗（Baumarkt）の建設が決まり、新たな雇用の場に生まれ変わることに決まっている。

店舗の設計も、浄化後にも長期的な土地マネジメントの責任を負う市の要請を受けて、汚

染跡地であったことを考慮した対策が講じられている。床には地面との間に50cmの空間が

バッファー（Pufferzone）として確保されており、土壌ガス中に残留する汚染物質の漏出に

備えている。また、建物周辺部では地下水を、建物部ではバッファー部で土壌ガスをそれぞ

れ常時計測することでモニタリングを行う予定である。これは、残存する汚染への備えであ

ると同時に、施された浄化措置の評価をも兼ねたものである。

ドイツ鉄道（株）では、鉄道用地として使用しない土地を全国に多数抱え、その転用の必要

性に迫られており、その前提として汚染対策を各地で進めている。同社の場合、通常、4段階

の措置が講じられるという。まず①履歴調査（historische Erkundung）があり、次いで②汚

染が疑われる用地に対する概要調査（orientierende Untersuchung）が行われる。ここで汚染

が確認されれば、自治体への通知がなされるわけだが、ここで重要なのが浄化作業のゴール

設定（Abbruchkriterium der Sanierungma nahmen）である。現実に、100％の浄化というの

は非現実的な場合が多く、可能な限りの汚染物質除去を目指すことになる。ここで鍵となる

のが自治体の役割であるが、ハノーバー市のケースでは、市の専門的なサポートがあったた

め非常にうまくいったとの評価であった。

概要調査の結果を受けて、その後③詳細調査（Detai luntersuchung）、④浄化計画策定

（Sanierungsplanung）とプロセスは進んでいくが、これらの段階でも専門能力を持った自治

体の支援は極めて重要だという。

ちなみに、ドイツ鉄道では、94年1月時点で所有土地14万haを対象に土壌汚染対策費用を引

当てている。ドイツ鉄道の汚染浄化対策は、この引当を財源に進められているが、同社によ

れば、汚染跡地対策を進める場合、こうした税制上の優遇（steuerliche Anreize）を始め、補

助金や低利融資などの助成は必要不可欠とのことである。実際、ケルテス敷地の浄化計画
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は、連邦研究技術省（BMFT）による汚染跡地浄化モデル事業（MOSAL）に選定され、96年

までに事業費の20％弱の助成も受けている。

（5）ドルトムント市の汚染跡地マネジメント

ルール工業地帯の中心に位置するドルトムント市は、産業都市としての歴史と、人口密集

都市の常として、都市部の土壌に汚染を抱えている。汚染跡地の可能性があるサイトの大部

分は、炭坑（Zechen）、コークス工場（Kokereien）、ガス工場（Gaswerke）、重工業の敷地に

加えて、かつて窪地（Gruben）だったところに70年代までに建材などが不法に埋め立てられ

た場所である。ライン・ルール地方に共通するが、ドルトムント市における汚染跡地の問題

は、かつての鉱山地域の経済構造が変化するなかで生じる土地供給を、他の経済活動や、官

民の住宅建設のニーズに対置されるなかで生じてきたものといえるだろう。産業構造の転換

が進む過程で、新たな経済活動のために生じる空間ニーズは、放置しておけば都市周辺の未

利用地（Freifl chen, gr ne Wiese）に向ってしまう。既に過去100年の産業活動において膨

大な未利用地を使用しており、これ以上の拡大を防ぐためには、過去に産業活動に供された

土地を利用する他なく、これが、同市が用地リサイクルを重視した都市計画を策定している

背景となっている５。

ドルトムント市が汚染跡地対策を本格化したのは、この問題が顕在化した70年代後半から

間もない80年代初頭である。当初は、独自のイニシアチヴとして、地歴資料などを用いて汚

染跡地の可能性があるサイトを同定し、早期に汚染の規模や強度などの全容を把握すること

に注力した。これによって、将来、都市開発や建築誘導計画を策定する際の、比較考量のた

めのより優れたベース（eine bessere Abw gungsgrundlage）が整備された。この結果は、市

の汚染跡地インベントリーとして、85年以来１：20000の地図として発効されている（最新

版は96年改定の第４版）。これまでに把握された潜在的な汚染跡地は2,000サイト近くに及

び、市の面積（270km2）のおよそ１／７（35km2）が汚染の可能性を抱えていることにな

る。現在、登録されている汚染跡地は、1,150サイトで、その過半を占める600余りは旧堆積

場で、80が化学工場、11が貨物鉄道用地として使用されていたものであるという。

80年代半ばに取組みを始め、15年程が経過した現在、同市では、汚染跡地の問題はほぼ克

服されたと考えているという。もっとも、このことは、当市で最後の炭坑が閉鎖されたのが

85年であることからもわかるように、この町を支えてきた炭坑という産業も消滅し、現在は

5． 市の事業用地需要予測（90年）でも、1990－2007に予想される需要を満たすには、旧産業用地の再活

用が必須であるとの結論が示されている。
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産業遺産保護の対象として旧跡を残すのみとなっていることの裏返しでもある。

なお、現在同市では、連邦土壌保護法の趣旨に則して、現在「土壌負荷地図（Boden-

Belastungskarte）」の作成作業が行われている、これは、土地の負荷に応じた利用形態を検討

する基礎資料となるものである。これは、土壌汚染インベントリーのように、どこに汚染土

壌があるかを示すものでなく、河川の氾濫によるものや車の排気ガス等すべての影響を加味

して作成されるもので、どのような結果が開示されるか期待される。

具体的なプロジェクトとしては、70年代後半に、炭坑跡地を家族向け住宅用地に再開発し

ようとしたところ、地下12mに大量の化学物質が存在していることが判明し、120百万DM

（＝72億円）を投じて汚染除去の措置を講じたDorsfeld-S dのケースが、ヨーロッパで最初

の汚染跡地対策事業として知られる。これは、市内Dortmund-Dorsfeld地区で19世紀末から操

業していた炭坑・コークス工場（Zeche／Kokerei Dorsfeld Ⅱ／Ⅲ）跡地の汚染対策事業であ

る。63年に閉山となった後、ドルトムント市が都市計画上の観点から購入（65年）、80年以

降、Bプランに従い、195の戸建住宅と、３ブロック、60室からなる賃貸住宅の整備を行って

いたところ、81年年央になって汚染の存在が発覚した。その後の詳細な調査によって、敷地

の中心エリア（Kerngebiet）でBTXなどの揮発性有機物や、重金属による汚染の実態が判明

（発生土を処分場に持ち込むべく検査をした結果）し、対策の必要性が確認された。検討の

結果、中心エリアを主体に15の区画に分け、区画毎に異なる深度までの土壌を入れかえるこ

とと、かつての排水処理装置があった区画をコンクリートで遮断して浸出水と土壌ガス処理

装置を設置する（Abdichtungsma nahmen）などの計画が策定された。最終的に45,000m3の汚

染土壌が交換され、掘削された土壌は、汚染度に応じて①Dortmund Huckardeの家庭ごみ処

分場へ搬入（汚染が軽度の場合）、②特別管理処分場への搬入（重金属汚染の場合）、③将来

の熱処理に備えて市内の倉庫で保存（重度の汚染）された。その後のモニタリング（土壌ガ

ス検査など）を経て、97年２月に全浄化プロセスが完了した。

この事業は、ドイツにおける土壌洗浄のモデルケースとなり、これを契機に連邦政府（研

究技術省、環境省、環境庁）も関与する土壌浄化の研究プロジェクト（F＋E-Verbundprojekt

Dortmund「浄化技術の更なる発展と検証」）につながっていった。この研究プロジェクトに

おいては、ドルトムント市と民間企業（浄化プラントメーカー、コンサルタント等で構成）

が90年６月に締結した協力契約に基づき、①汚染土壌浄化に係る技術開発と、②浄化プロセス

に伴い発生する住民対策のあり方やリスク評価手法の確立などの枠組（Rahmenbedingungen）

の設定、を目的に進められたものである。プロジェクトの責任主体はドルトムント市である

が、計画策定段階で連邦環境庁（UBA）が協力し、さらに研究技術省（BMBF）、環境省
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（BUM）から補助金が投入されている（13.5百万DM）。

技術開発は、①汚染土壌の無害化／浄化システムの開発、建設、実証、②多様な手法を用

いた環境負荷の低い浄化技術の最適化、③浄化土壌の再利用手法、の３分野を中心に進めら

れたが、このプロジェクトにより具体的な技術体系のシフトが促された。具体的には、80年

代に有望視されていた汚染土壌の加熱処理の評価が低下し、これに変わる技術の開発が促さ

れたという。加熱処理の評価が低下したのは、処理された土壌が、燃え殻や溶岩のようにな

り、pH値も極めて高く、植物の生育には不適であり、再び自然界に戻せないことが否定的に

捉えられるようになったためである。現在、ドルトムント市を含めて、ドイツにはステー

ショナリーな土壌熱処理施設が複数存在するが、既に熱処理の大半はオランダで行われるよ

うになっており、次回の施設許可の更新がドイツ国内で認められるかどうか疑わしい状況で

ある。熱処理に替わって、技術開発の主たる関心事項は、土壌中の有害物質を除去した後

に、再び土壌に戻せる方法をどうするかに置かれることとなった（例えば、酸化した森林等

の土壌改良剤としての利用など）。そこで開発された様々な技術は、現在の土壌浄化技術の中

に活かされている。

（6）連邦土壌保護法導入の影響

こうした事例に代表されるように、市町村が汚染跡地対策で大きな役割を果たしたケース

は各地に存在する。98年に連邦土壌保護法が、99年には土壌保護令（Altlastenverordnung）が

それぞれ成立し、同時に各州でも土壌保護法がこれに合わせて整備され、新しい汚染跡地対

策の枠組が整いつつある。非常に効率的にみえる連邦土壌保護法とはいえ、現実には、実務

に落としこむに際して、実に様々な問題／論点が生じているという。

例えば、①行政内部での事務分掌が（とりわけ上級官庁と下級官庁との間）不明確である

こと、②担当環境部局は土壌改変や汚染跡地の調査を義務付けられたが、その場合に想定さ

れる公的浄化の増加（＝義務者不在）の際に適用される資金負担ルールが不明であること、

③法が求めるように、自然起因の汚染や、大規模市街地などの汚染評価を下すうえでは、基

礎となる土壌の背景値が必要となるが、地点毎に網羅的に背景値の調査が行われていないこ

と、④指令による試験値（Pr fwert）の決定プロセスが政治的であり、水準として緩く、ま

た、実務上必要となる全ての物質について設定されているわけでもない（例：石油など）、⑤

規制の前提となる土地の利用区分に欠陥、など今後調整を要する論点は数多い。

こうした問題の改善についても、市町村には大きな役割が期待されている。実際、クライ

ンガルテン（休日菜園）や家庭の庭などは、本来は曝露経路として、土壌－植物、土壌－人
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間の組合せで考えるべきところ、原則として「住宅地」に区分され、「子供の遊び場」に比べ

て基準が緩いという問題に対して、ハノーバー市では、旧堆積場に存在するクラインガルテ

ンを調査した結果を踏まえて、州政府に答申を行い（98年）、これを受けて、州の女性・労

働・社会省が「旧堆積場に存在するクラインガルテンの評価指針」（99年１月）を発表し、遊

技場、土作業、食用植物栽培は一体的に判断する旨が定められるなどしている。また、建設

法典に定める、建設計画に反映すべき、「健全な居住と労働環境に対する深刻な土壌汚染」の

レベルについても、連邦土壌保護法には何の言及もなく、具体的な内容が判然としないこと

から、オスナブリュック市が「建築誘導計画のための有害土壌基準」の策定を進めるなどの

試みがみられる。こうした市町村の機能は、地方分権を進めるわが国においても今後重要と

なってくるであろう。
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1． 後記　林（2001）などを参照。

第４章　長寿命化に向けた展開

わが国は、高度成長期に整備された建築物・社会資本の更新期を迎えつつあり、建設副産

物がかつてないペースで増大する懸念を抱えるなかで、他国に先んじて建設リサイクルの制

度化を実現した。今後は、これまでにみてきたような効率的なリサイクルに向けた技術開発

を一層進展させ、再生資源の利用拡大を促すべく、政策面で後押しすることが、都市再生プ

ロジェクトを円滑に進めるうえでも一層重要になってこよう。同時に、これらと並んで、既

存の建築物・構築物の解体に至るペースを少しでも和らげることも重要な課題である。その

意味で、現在大きな関心を集めている長寿命化に向けた取組みは、建設副産物を巡る今後の

展開を占ううえで、大きな影響をもたらすものといえる。

１．長寿命化に向けた動き

ライフサイクルアセスメント（LCA）の観点が一般化することで、短期間にスクラップア

ンドビルドを繰り返すという従来の建設工事が、環境上好ましくないとの認識が広がったこ

とや、折からの財政事情の悪化などを背景に、近時、建築物や構築物の長寿命化が大きな社

会的要請として浮上してきている。

建築物や構築物の長寿命化とは、本来これらに期待される構造上の寿命（期待値）と、実

寿命との乖離幅を縮小することであり、新設工事には、長期間の寿命を保証する新技術を投

入し、また既存建築物には、適切な維持管理を施して極力使用可能時間を延長することで実

現されるものと考えられる。長寿命化の重要性は以前からも指摘されていたが、わが国で

は、欧米などに比べ、なかなか進展しないことが問題視されてきたところである。

長寿命化を規定する要素は、大きく、施行やメインテナンスといった技術的な部分と、そ

れ以外の部分の２つに大別できるといわれる１。すなわち、長寿命化が進まない原因は、技

術力の不足か、それ以外の要素の影響かに、とりあえず分けて考えることが出来る。ここで

技術以外の部分とは、土地重視で建築物の価値が過小評価されてきたことや、気候風土から

くるメンタリティ、あるいは私的所有権が絶対視され、景観や町並みが社会的な資産のレベ

ルにまで至らないことなど、実に様々な要因が指摘されているところであるが、恐らく最大

の要素は性能面での陳腐化が予想以上に早いことであろう。高齢化の進展、防災あるいは省
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エネ政策の強化など、建築物や構築物を取り巻く環境は刻々と変化しており、これに伴う要

求事項が大きく変化することも少なくない。なかには建設当時には全く想定されていなかっ

たような環境変化に伴う、要求事項もあるだろう。近時では、いわゆる情報化の進展による

影響（LAN配線に対応した十分な階高など）が、既存の建築物・構築物の性能を急速に陳腐

化させたといわれている。

長寿命化に向けた技術に関しては、一例を図表４－１に示したが、既に様々なシーズが実

用段階にある。こうしたなかには、屋上緑化などのように、ヒートアイランド化防止や景観

図表４－１　長寿命化に向けた様々な技術例

住友大阪セメントの技術を核に設立されたコンクリー�
ト構造物の塩害補修企業の連合体。腐食反応を電気化�
学的に制御・抑制するエルガード工法の普及を行う。�
劣化コンクリート再生保護システム（デンカテクノス�
トリーム）等の技術普及に向けた業務提携・新会社設�
立などを推進。アラミド繊維(芳香族ポリアミド繊維)�
を織り上げたフィブラシ－と使用したコンクリート構�
造物の補強・補修技術。�
火力・原子力発電所の取水路等の鉄筋コンクリート劣�
化を自動算出し、適切な補修につなげるシステム（鉄�
筋コンクリート劣化診断システム）を開発・運用。�
既存建築物の最下層や中間層に免震装置を組み込むこ�
とで地震入力を大幅に減少させる技術を開発。�
壁面に３mm～７mm塗布することで石材や木材に浸透�
し、金属塗装面を完全被覆してアルカリ骨材反応を抑�
制する樹脂の開発。既存コンクリート建造物の寿命を�
最大80年延長。�
建築物の屋上や壁面部分を緑化することで、コンクリ�
ートの膨張・収縮が抑制されることで劣化を防止。�
耐久性改善剤の注入により内部の空隙を減少させ、乾�
燥収縮によるひび割れを防止し、アルカリ骨材反応を�
抑制した長寿命コンクリートの開発。�
耐久年数が100年程度になるSQコンクリートを土木工�
事（第二名神の橋脚）に投入。�
断熱材を壁体の外側に施行し、建築物を覆う工法の採�
用が進展。高気密・防湿効果によって結露によるコン�
クリート劣化や木材腐食を抑制。�

戸建て住宅用の免震装置を開発・投入。�

建築物を、構造体（スケルトン）と、内装・設備（イ�
ンフィル）とに分離して考え、それぞれを独立したか�
たちで整備するもの。インフィルを自由に設計変更で�
きるため、陳腐化や老朽化を原因とする早期解体が回�
避でき、強固な構造体と相俟って長寿命建築を実現す�
るというもの。�

事業体例� 概要�

塩害補修� 日本エルガード協会�

電気化学工業�

ファイベックス�

診断システム� 東京電力�

免震化� 大成建設�

アル骨反応抑制� 八戸工業大学、ヘルツ化学�

屋上・壁面緑化� 建設会社など多数�

竹中工務店�

前田建設�

外断熱工法�
ノザワ、住宅メーカーなど�
多数�

免震化�
ブリジストン、大和ハウス�
工業ほか�

スケルトン・イン�
フィル工法�

建設会社、住宅メーカーな�
ど多数�

（出所）各種報道、ホームページ等より作成�

長寿命コンクリート�

部門�

劣化コンクリートの�
補修�

補�
修�
・�
再�
生�
技�
術�

長�
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化�
技�
術�
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整備といった都市と環境の問題全般に亘って大きな効果が期待できるものなどもあり、今後

の普及動向如何では、わが国の建築物・構築物の長寿命化を大きく進展させる可能性を秘め

ている。また、こうした技術を実際のニーズに結びつけるべく、ゼネコン各社を始め、多く

の企業がリニューアル市場対応の専門部隊を設立するなど、サービス体制の整備も足下で確

実に進んでいる。こうして考えてみると、わが国における長寿命化の問題は、もっぱら技術

以外の要素に求められることになる。

２．経済環境の変化と政策の整備

技術以外の要素は前述のように多岐に亘り、これらを網羅する対策はありえないが、足下

では、これらの障害除去に向けた政策整備が進みつつある。その端的な例が住宅市場を巡る

動きといえるだろう。2001年８月に国土交通省がまとめた「住宅市場整備行動計画」は、中

古住宅の流通市場整備を優先課題に掲げ、住宅政策が新築需要喚起から、中古市場拡大へ軸

足を移す方向にあることを示した。わが国の中古住宅市場規模は、欧米に比して極めて小規

模であり、買い手不在の中古住宅の多くが、構造上の寿命とは無関係に解体処理されてきた

といわれる。今回の計画では、中古住宅の性能表示制度や価格査定制度を導入することで、

まず中古住宅取引の阻害要因である情報の非対称性の解消に向けた仕組み作りを進める方向

が示されており、民間サイドでも、こうした動きを受けて、低コストのリフォームサービス

の提供が増加している。もともと15年程度で無価値と見なされることが多かった住宅市場に

おいて、中古市場を活性化するには、税制などなお多くの課題が指摘されているところでは

あるが、フローからストックへと政策の軸足が移ることで、今後、建設リサイクル法による

適切な解体コスト負担の要請と相俟って、住宅部門での平均寿命の長期間化に効果をもたら

すことが期待される。

また、土木学会によるコンクリート構造物維持管理作業の標準示方書の発行や、コンク

リート工学協会によるコンクリート構造物の診断・維持管理に係る資格制度（「コンクリート

診断士」）の創出など、既存ストックの性状を同定し、これを適切に維持管理していくための

ベースの整備が進められていることも、今後の長寿命化に向けて、技術的要素以外の障害除

去に奏効していくものと期待される。最大の問題と考えられる性能の陳腐化に関しても、長

寿命化技術を提供する企業の多くが、単なる躯体延命工事の提供ではなく、総合的なエンジ

ニアリングサービスの提供を志向していることから、こうしたサービスの高度化が進むこと

で、適切な改修工事により補正可能な相応部分は、カバーされていくものと考えられる。建
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設リサイクルとの関わりでいえば、既存ストックの維持管理が強化される過程で、これらの

性状をデータベースとして管理する仕組みにつなげていければ、構造体への再投入から路床

材利用に至るレベルに応じた再生材の長期的な発生量の把握にもつながり、リサイクル制度

の効率性を一層高める契機ともなるだろう。

３．おわりに

都市再生プロジェクトに象徴的なように、次世代に向けて、わが国の新たな都市像を模索

する動きが活発化するなか、本稿では、資源リサイクルの観点から都市の再構築の問題にア

プローチを試みてきた。建築物、社会資本ストックともに、70年代前半まで急速に積上げら

れたストックが更新期を迎えつつある地合いにあって、新たな都市像を構築すべく、ストッ

クの棚卸しと最適な状態への更新が進めば、建設副産物の発生量がかつて経験したことのな

いペースで増加する可能性は否定出来ない。従って、この問題を都市再生のボトルネックに

することがないよう、政策サイド、産業界両面での対応が重要である。既にみたように、わ

が国は、他に先駆けて建設リサイクルの新たな枠組を構築しており、また、産業界でも、こ

れを踏まえて様々な技術シーズ、ビジネスモデルの構築が相次いでいるところである。こう

した官民の取組みが相乗効果を上げられるように、今後も様々なレベルでの制度改良などが

展開されていくものと思われる。

その一例が、再生材の市場性拡大を担保する品質管理の問題や、現在議論が進められてい

る土壌汚染問題との整合性確保などである。ドイツにおける取組みは、特に品質規格の統一

や、土壌汚染問題対策における自治体マネジメントの重要性の点で、わが国の今後を考える

うえで示唆に富むものといえる。反対に、建設リサイクル制度のスキーム構築と導入で先行

する分、わが国の経験は、これから同種の問題に直面するドイツを始めとする欧州諸国の政

策整備にも大きな影響を与えることになるだろう。

また、リサイクルでの対策を進める一方で、長寿命化に向けた官民の様々な取組みも、建

設副産物の急増シナリオを多少なりとも緩和する効果が期待でき、今後の進展が期待される

ところである。図表４－２は、試みに第１章の試算の前提を変更し、建築物や構築物の長寿

命化が進むとの想定のもと、2000年度着工分から廃棄確率を変更（廃棄されるピーク年数を

延長）したものである。こうした長寿命化と、リサイクルインフラの整備が相俟って、資源

循環問題が都市再生のボトルネック化を防ぐ方向に機能することを期待したい。
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おりしも建設リサイクル法が施行され、また土壌保護法規制の検討が進むなど、今後の動向

を規定する政策体系が構築されつつある。これを舞台に展開される民間の様々な技術革新を活

用するためにも、整合性のある政策体系を構築・展開していくことが望まれるといえよう。

【竹ケ原　啓介（E-mail：ketakeg＠dbj.go.jp）】

図表４－２　長寿命化による副産物発生量の抑制（建設発生土を除く）
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（注）第１章で想定していた「廃棄確率が不変」を変更し、建築物や構築物の長寿命化が図られ、2000
年度着工分より廃棄確率を修正し、ピーク廃棄年数をそれぞれ木造建築物（33年⇒40年）、非木
造建築物（40年⇒50年）、公共・民間土木（各想定耐用年数+10年）として試算したもの。�

（出所）政策銀試算�
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付表１－１　建築物ストックの推移

1960�
61�
62�
63�
64�
65�
66�
67�
68�
69�
70�
71�
72�
73�
74�
75�
76�
77�
78�
79�
80�
81�
82�
83�
84�
85�
86�
87�
88�
89�
90�
91�
92�
93�
94�
95�
96�
97�
98�
99�
2000

1,935�
2,066�
2,132�
2,208�
2,288�
2,388�
2,489�
2,601�
2,723�
2,857�
3,009�
3,175�
3,336�
3,519�
3,692�
3,874�
4,043�
4,201�
4,384�
4,535�
4,690�
4,855�
4,993�
5,121�
5,245�
5,368�
5,503�
5,629�
5,757�
5,912�
6,066�
6,219�
6,375�
6,527�
6,670�
6,810�
6,927�
7,052�
7,195�
7,310�
7,407

1,839�
1,948�
1,989�
2,035�
2,080�
2,137�
2,192�
2,259�
2,320�
2,383�
2,452�
2,521�
2,587�
2,665�
2,730�
2,800�
2,872�
2,942�
3,028�
3,096�
3,162�
3,228�
3,277�
3,321�
3,365�
3,402�
3,435�
3,469�
3,505�
3,543�
3,579�
3,613�
3,644�
3,678�
3,711�
3,748�
3,772�
3,798�
3,838�
3,865�
3,892

96�
118�
143�
173�
207�
251�
296�
342�
403�
474�
557�
653�
749�
853�
962�
1,074�
1,171�
1,259�
1,356�
1,438�
1,528�
1,627�
1,716�
1,800�
1,880�
1,966�
2,067�
2,160�
2,252�
2,368�
2,486�
2,607�
2,730�
2,849�
2,959�
3,062�
3,155�
3,254�
3,357�
3,445�
3,515

�
�

n.a.�
�
24�
27�
30�
34�
38�
42�
47�
54�
63�
73�
85�
101�
116�
124�
135�
144�
155�
167�
179�
191�
202�
213�
226�
239�
251�
265�
281�
296�
314�
331�
346�
360�
370�
382�
396�
407�
418

�
�

n.a.

�
85�
101�
119�
134�
155�
180�
205�
233�
262�
296�
326�
357�
381�
404�
427�
449�
474�
503�
527�
549�
571�
593�
626�
651�
678�
713�
744�
775�
804�
830�
856�
884�
910�
936�
961�
984�
1,002

�
�

n.a.

�
78�
99�
120�
88�
104�
127�
159�
200�
240�
280�
329�
374�
414�
454�
499�
535�
575�
621�
662�
701�
739�
782�
827�
871�
916�
972�
1,031�
1,092�
1,157�
1,220�
1,275�
1,322�
1,366�
1,416�
1,461�
1,504�
1,535

�
�

n.a.

�
20�
23�
26�
86�
106�
125�
146�
167�
185�
204�
223�
241�
259�
276�
295�
309�
324�
337�
348�
358�
368�
378�
388�
398�
407�
419�
431�
443�
455�
468�
482�
496�
509�
520�
539�
550�
561

�
�

n.a.

�
234�
234�
255�
252�
260�
272�
283�
296�
315�
544�
336�
353�
353�
358�
364�
372�
383�
369�
385�
422�
441�
450�
419�
409�
393�
392�
384�
386�
386�
393�
384�
372�
397�
391�
371�
371�
380

年度� 合計� 木造� 非木造�
SRC RC C その他�

非課税家屋�

（単位：百万㎡）�

（出所）総務省（自治省）「固定資産の価格等の概要調書（土地、家屋、償却資産）」�

付　表
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付表１－２　構造別着工建築物の床面積

（データの補完）�
①データ－の制約から遡れない60年度以前については、自治省（総務省）の「固定資産の価格等の概要調�
　書」より、60年度末のストック面積を取り、これを木造については33年、非木造については40年にで按�
　分し、60年度以前の着工面積に擬制することで代替している。按分は、毎年同面積の着工が行われたと�
　仮定し、均等に割り振った。�
②2001年度以降の着工面積については、�建設経済研究所「建設市場の中長期予測」結果を採用して�
　これを2020年までのフローとみなし、以後は2035年までを横這いとして解体系列計算の基礎としている。�

～1959�
60�
61�
62�
63�
64�
65�
66�
67�
68�
69�
70�
71�
72�
73�
74�
75�
76�
77�
78�
79�
80�
81�
82�
83�
84�
85�
86�
87�
88�
89�
90�
91�
92�
93�
94�
95�
96�
97�
98�
99�
2000�

2001－2005�
2006－2010�
2011－2015�
2016－2020�
2021－2035

1,783,041�
58,122�
78,246�
76,258�
93,749�
102,295�
101,371�
114,874�
144,046�
162,810�
191,009�
204,412�
204,188�
254,039�
266,929�
191,133�
202,111�
217,119�
221,710�
230,236�
246,739�
213,735�
200,135�
194,830�
189,158�
198,990�
200,413�
211,102�
245,071�
258,401�
272,884�
279,120�
251,995�
240,137�
230,846�
238,580�
232,392�
258,363�
220,579�
193,353�
197,016�
194,478�
200,511�
190,404�
188,310�
191,267�
191,267

1,783,041�
55,720�
40,820�
39,673�
44,361�
46,756�
50,778�
54,754�
65,760�
72,920�
80,412�
81,529�
82,522�
97,496�
100,365�
85,167�
95,829�
100,214�
102,573�
100,620�
105,533�
86,285�
79,810�
80,357�
70,482�
71,605�
70,263�
74,869�
87,217�
82,237�
84,858�
83,780�
78,145�
82,374�
87,409�
92,076�
85,284�
97,433�
74,286�
70,009�
73,570�
70,133�
69,717�
61,954�
54,896�
49,291�
49,291

93,676�
2,402�
37,426�
36,585�
49,388�
55,539�
50,593�
60,120�
78,286�
89,890�
110,597�
122,883�
121,666�
156,543�
166,564�
105,966�
106,282�
116,905�
119,137�
129,616�
141,206�
127,450�
120,325�
114,473�
118,676�
127,385�
130,150�
136,233�
157,854�
176,164�
188,026�
195,340�
173,850�
157,763�
143,437�
146,504�
147,108�
160,930�
146,293�
123,344�
123,446�
124,345�
130,794�
128,451�
133,414�
141,976�
141,976

4,403�
4,120�
7,625�
8,935�
5,248�
5,973�
6,892�
8,230�
11,448�
14,975�
15,577�
24,572�
25,901�
11,950�
10,435�
14,493�
15,364�
16,955�
18,499�
18,300�
16,932�
15,548�
16,558�
16,811�
18,587�
20,928�
23,498�
27,037�
29,439�
31,308�
26,703�
20,538�
16,926�
18,769�
18,778�
19,679�
19,583�
15,777�
17,361�
15,305

17,417�
17,389�
21,698�
23,533�
23,362�
27,116�
33,293�
36,859�
42,688�
47,417�
47,285�
57,344�
57,429�
37,117�
39,039�
42,177�
46,645�
53,049�
53,171�
47,285�
44,068�
41,329�
40,323�
42,360�
43,083�
45,336�
53,835�
54,553�
53,004�
57,728�
45,576�
44,217�
46,153�
47,470�
43,901�
47,312�
42,955�
36,986�
37,340�
37,654

13,179�
12,326�
16,890�
19,700�
18,600�
23,738�
34,554�
41,473�
53,407�
57,527�
55,656�
71,422�
80,725�
54,972�
54,959�
58,579�
55,607�
58,059�
68,140�
60,693�
58,110�
56,558�
60,850�
67,264�
67,646�
69,152�
79,669�
93,730�
104,795�
105,336�
100,902�
92,300�
79,607�
79,534�
83,656�
93,136�
82,952�
69,856�
68,107�
70,808

1,979�
2,245�
2,588�
2,799�
2,870�
2,733�
2,858�
2,874�
2,653�
2,364�
2,366�
2,286�
2,216�
1,722�
1,581�
1,391�
1,356�
1,323�
1,109�
931�
873�
771�
655�
602�
531�
518�
508�
461�
446�
476�
351�
313�
281�
247�
345�
260�
223�
180�
153�
155

448�
505�
587�
572�
513�
560�
689�
454�
401�
600�
782�
919�
293�
205�
268�
265�
165�
230�
287�
241�
342�
267�
290�
348�
303�
299�
344�
383�
342�
492�
318�
395�
470�
484�
428�
543�
580�
545�
485�
423

コンクリート�
ブロック造�

そ  の 他�鉄 骨 造�鉄筋コンク�
リート造�

鉄骨鉄筋コン�
クリート造�

非 木 造�木  造�総　計�年　度�

（単位：千平方メートル）�

いずれも１年当りの着工面積�

（出所）61年度以降は国土交通省（建設省）「建築統計年報」。60年度以前は、固定資産の価格等の概要調査か�
ら政策銀試算。�

n.a.
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付表１－３　社会資本ストック額

1953�
54�
55�
56�
57�
58�
59�
60�
61�
62�
63�
64�
65�
66�
67�
68�
69�
70�
71�
72�
73�
74�
75�
76�
77�
78�
79�
80�
81�
82�
83�
84�
85�
86�
87�
88�
89�
90�
91�
92�
93

34�
35�
36�
38�
39�
41�
43�
45�
48�
51�
54�
59�
65�
72�
79�
88�
98�
110�
125�
143�
159�
177�
195�
214�
237�
263�
289�
314�
339�
363�
387�
410�
406�
429�
439�
463�
489�
516�
545�
579�
617

－�
4.19�
4.11�
3.76�
4.10�
4.92�
4.66�
5.27�
5.43�
6.25�
6.91�
8.76�
9.79�
10.44�
10.67�
10.81�
11.39�
12.13�
13.80�
14.06�
11.83�
10.88�
10.39�
9.73�
10.54�
11.05�
9.77�
8.66�
8.01�
7.15�
6.58�
6.08�

－1.02�
5.71�
2.17�
5.68�
5.56�
5.55�
5.58�
6.25�
6.55

社会資本ストック総額�
（90年価格）�

年度�
増減率�
（％）�

兆円�

（出所）経済企画庁総合計画局「日本の社会資本」�



－78－

付
表
１
－
４
　
実
質
公
共
土
木
工
事
費
（
出
来
高
ベ
ー
ス
　
90
年
価
格
）
の
推
移

54
�

55
�

56
�

57
�

58
�

59
�

60
�

61
�

62
�

63
�

64
�

65
�

66
�

67
�

68
�

69
�

70
�

71
�

72
�

73
�

74
�

75
�

76
�

77
�

78
�

79
�

80
�

81
�

82
�

83
�

84
�

1,
28
9,
13
5�

1,
22
9,
97
0�

1,
09
6,
57
0�

1,
20
6,
47
1�

1,
68
0,
88
9�

1,
82
5,
77
4�

2,
27
5,
12
5�

2,
60
9,
87
3�

3,
62
4,
27
7�

4,
54
3,
31
4�

5,
56
0,
18
9�

6,
59
0,
48
6�

7,
60
9,
81
9�

7,
81
0,
70
8�

8,
60
0,
48
8�

8,
78
7,
19
1�

9,
56
3,
77
7�

11
,7
38
,6
77
�

14
,0
94
,6
78
�

13
,2
02
,5
11
�

11
,4
18
,1
31
�

12
,9
92
,0
60
�

13
,6
77
,5
48
�

16
,0
20
,6
26
�

16
,4
83
,5
19
�

16
,1
54
,2
17
�

15
,6
50
,8
05
�

17
,8
46
,5
13
�

18
,7
27
,0
54
�

17
,7
88
,1
06
�

17
,1
59
,6
57
�

25
1,
48
6�

23
4,
18
2�

21
2,
50
9�
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・
機
械
設
備
は
郵
政
に
合
算
。
下
水
道
・
公
園
は
、
93
年
度
以
降
、
別
掲
さ
れ
て
い
る
が
、
引
き
続
き
合
算
し
て
表
示
�

・
19
70
－
20
00
年
度
は
建
設
総
合
統
計
年
度
報
の
出
来
高
ベ
ー
ス
。
69
年
度
以
前
は
国
土
交
通
省
（
建
設
省
）「
建
設
工
事
受
注
統
計
総
覧
」
の
デ
ー
タ
等
よ
り
試
算
�

・
デ
フ
レ
ー
タ
ー
は
、
93
年
度
ま
で
内
閣
府
（
経
済
企
画
庁
）「
日
本
の
社
会
資
本
」
の
建
設
61
部
門
デ
フ
レ
ー
タ
を
用
い
、
94
年
度
以
降
は
建
設
工
事
デ
フ
レ
ー
タ
ー
を
90
年
価
格
に
変
換
し
た
も
の
を
使
用
。
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3,
07
5�

1,
06
7,
20
8�

1,
01
3,
56
9�

80
4,
17
9
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付表１－６　廃棄確率の想定

1 5 9 13 17 21 25 29 33 37 41 45 49 53 57 61
0

0.02

0.04

0.06

0.08

0.1

0.12

0

0.02

0.04

0.06

0.08

0.1

0.12

1 6 11 16 21 26 31 36 41 46 51 56 61 66 71 76 81

木造� 非木造�

N（33, （3.989）2）に近似� N（40,（3.989）2）に近似�

付表１－５　実質民間土木工事費（出来高ベース、90年価格）の推移

59�
60�
61�
62�
63�
64�
65�
66�
67�
68�
69�
70�
71�
72�
73�
74�
75�
76�
77�
78�
79�
80�
81�
82�
83�
84�
85�
86�
87�
88�
89�
90�
91�
92�
93�
94�
95�
96�
97�
98�
99�

2000

190,093�
279,057�
328,391�
328,798�
468,650�
528,999�
609,229�
531,680�
627,710�
877,491�
1,592,661�
1,940,042�
2,363,818�
2,763,004�
2,885,751�
2,866,254�
2,886,416�
2,260,188�
2,060,348�
2,084,267�
2,218,558�
2,509,735�
4,284,171�
5,417,634�
5,370,235�
5,118,539�
5,026,310�
4,490,593�
6,004,090�
7,374,050�
7,596,675�
7,730,106�
8,571,881�
8,513,184�
7,966,431�
7,081,182�
6,712,147�
6,108,864�
5,774,421�
5,827,863�
5,738,765�
5,753,829

52,167�
60,430�
56,282�
33,062�
18,871�
51,829�
51,337�
26,148�
22,033�
21,293�
52,943�
39,142�
136,370�
82,922�
74,445�
81,419�
137,077�
59,042�
93,699�
107,772�
100,980�
135,216�
282,939�
271,331�
264,071�
269,197�
207,595�
176,526�
192,938�
293,318�
314,096�
245,996�
222,090�
227,293�
296,710�
220,831�
156,336�
162,316�
267,576�
241,196�
237,176�
269,169

30,281�
28,457�
48,138�
102,139�
95,477�
70,130�
82,174�
103,684�
118,959�
89,725�
150,987�
133,971�
229,587�
342,382�
200,791�
200,724�
246,794�
138,921�
143,749�
133,810�
138,691�
141,356�
311,000�
339,574�
308,000�
294,347�
275,484�
315,625�
956,956�
1,416,952�
1,031,563�
1,027,156�
1,167,272�
1,121,750�
1,216,990�
1,122,484�
1,192,873�
1,258,742�
1,287,473�
1,424,297�
1,523,177�
1,473,241

14,495�
52,673�
48,851�
38,067�
51,791�
72,824�
51,039�
30,522�
60,384�
296,150�
791,937�
984,592�
1,117,522�
1,396,971�
1,481,362�
1,379,542�
1,285,923�
969,034�
760,768�
726,355�
770,794�
829,769�
1,272,518�
1,459,016�
1,553,843�
1,517,246�
1,493,876�
1,383,298�
1,625,278�
1,727,466�
1,714,331�
1,602,378�
1,718,655�
1,612,321�
1,432,582�
1,293,406�
1,283,219�
1,282,249�
1,299,160�
1,256,834�
1,136,858�
939,340

19,413�
34,177�
31,902�
24,148�
29,904�
39,704�
50,993�
61,898�
68,673�
98,506�
122,228�
122,549�
125,595�
113,705�
163,898�
167,985�
126,864�
105,065�
79,720�
75,322�
82,584�
80,974�
113,956�
131,740�
110,644�
67,358�
72,631�
81,777�
82,811�
101,885�
117,395�
134,717�
176,753�
246,075�
170,263�
132,592�
268,229�
141,989�
119,275�
116,830�
131,174�
142,356

23,232�
50,273�
35,534�
51,699�
186,232�
189,799�
155,356�
106,541�
179,472�
199,625�
267,685�
235,855�
280,952�
334,619�
300,995�
254,421�
218,869�
204,062�
216,627�
226,644�
209,537�
158,065�
265,394�
311,909�
304,320�
314,562�
284,697�
272,183�
269,951�
321,019�
353,718�
270,749�
301,784�
410,801�
301,190�
306,077�
276,365�
190,711�
77,354�
52,639�
64,443�
120,947

44,162�
43,600�
97,133�
67,896�
72,618�
86,883�
199,976�
179,946�
142,955�
145,079�
173,104�
216,040�
234,537�
279,372�
273,377�
203,899�
291,302�
231,107�
258,433�
298,384�
278,461�
394,014�
616,379�
662,095�
483,070�
549,044�
944,612�
939,482�
1,205,152�
1,222,920�
980,755�
899,216�
1,088,804�
1,096,941�
1,184,713�
1,114,067�
943,059�
1,043,083�
865,510�
896,492�
834,116�
982,810

6,344�
9,447�
10,551�
11,786�
13,757�
17,831�
18,354�
22,942�
35,232�
27,114�
33,777�
207,893�
239,255�
213,032�
390,884�
578,264�
579,587�
552,957�
507,352�
515,981�
637,511�
770,340�
1,421,985�
2,241,969�
2,346,287�
2,106,784�
1,747,414�
1,321,701�
1,671,004�
2,290,490�
3,084,817�
3,549,895�
3,896,523�
3,798,003�
3,363,981�
2,891,724�
2,592,067�
2,029,775�
1,858,074�
1,839,575�
1,811,821�
1,825,967

年度� 合計�
えん堤・�
水力発電� 鉄道� 土地造成� 埠頭・港湾� 道路�

送配電線�
路等� その他�

・管工事、ゴルフ場建設、構内環境整備工事はその他に合算�
・1970－2000年度は建設総合統計年度報の出来高ベース。69年度以前は国土交通省（建設省）「建設工事受注統計総覧」�
　（昭和34－48年版）より部門毎の受注額増減率をとり試算。デフレーターは公共工事と同様。�
（出所）建設総合統計年度報�

単位：百万円�
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付表１－７　解体系列の試算結果

～59�
60�
61�
62�
63�
64�
65�
66�
67�
68�
69�
70�
71�
72�
73�
74�
75�
76�
77�
78�
79�
80�
81�
82�
83�
84�
85�
86�
87�
88�
89�
90�
91�
92�
93�
94�
95�
96�
97�
98�
99�

2000�
01�
02�
03�
04�
05�
06�
07�
08�
09�
10�
11�
12�
13�
14�
15�
16�
17�
18�
19�
20�
21�
22�
23�
24�
25�
26�
27�
28�
29�
30�
31�
32�
33�
34�
35

63�
25�
31�
36�
41�
45�
49�
51�
53�
54�
55�
55�
55�
56�
56�
56�
56�
56�
56�
56�
56�
56�
56�
56�
56�
56�
55�
55�
55�
55�
54�
54�
53�
52�
52�
52�
53�
54�
56�
59�
62�
66�
70�
75�
79�
82�
86�
88�
90�
92�
92�
92�
91�
90�
88�
86�
84�
82�
81�
81�
80�
80�
81�
81�
82�
82�
81�
79�
77�
73�
67�
61�
54�
46�
40�
34�
30

3�
1�
1�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
3�
3�
3�
4�
4�
6�
8�
11�
14�
19�
24�
31�
38�
46�
54�
63�
72�
82�
90�
99�
106�
112�
117�
120�
123�
124�
125�
125�
126�
126�
127�
129�
131�
134�
138�
142�
147�
151�
155�
157�
158�
157�
154�
149�
141�
132

66�
26�
32�
38�
43�
47�
51�
53�
55�
56�
57�
58�
58�
58�
58�
58�
58�
58�
58�
58�
58�
58�
58�
58�
58�
58�
58�
58�
57�
57�
57�
56�
56�
55�
56�
57�
59�
62�
67�
73�
81�
91�
101�
113�
125�
137�
149�
161�
172�
182�
191�
198�
203�
207�
208�
208�
208�
207�
206�
206�
206�
208�
210�
213�
216�
220�
223�
226�
228�
227�
224�
219�
211�
200�
188�
175�
162

30,981�
4,809�
4,917�
4,985�
5,025�
5,047�
5,058�
5,065�
5,070�
5,079�
5,097�
5,132�
5,196�
5,308�
5,490�
5,776�
6,201�
6,808�
7,641�
8,738�
10,131�
11,836�
13,851�
16,156�
18,716�
21,485�
24,417�
27,467�
30,600�
33,791�
37,025�
40,300�
43,632�
47,051�
50,603�
54,344�
58,330�
62,604�
67,184�
72,057�
77,179�
82,483�
87,891�
93,325�
98,718�
104,018�
109,181�
114,159�
118,884�
123,257�
127,142�
130,389�
132,860�
134,484�
135,290�
135,432�
135,173�
134,841�
134,764�
135,213�
136,352�
138,228�
140,781�
143,869�
147,301�
150,860�
154,329�
157,508�
160,232�
162,394�
163,964�
164,985�
165,572�
165,884�
166,094�
166,359�
166,804

6�
7�
14�
25�
45�
76�
121�
185�
268�
372�
496�
639�
797�
968�
1,151�
1,345�
1,548�
1,757�
1,967�
2,173�
2,367�
2,546�
2,708�
2,857�
3,003�
3,158�
3,338�
3,556�
3,825�
4,153�
4,546�
5,009�
5,552�
6,193�
6,958�
7,881�
8,992�
10,313�
11,844�
13,556�
15,394�
17,282�
19,142�
20,913�
22,568�
24,127�
25,651�
27,232�
28,966�
30,924�
33,137�
35,586�
38,216�
40,958�
43,748�
46,546�
49,332�
52,092�
54,789�
57,350�
59,658�
61,571�
62,953�
63,708�
63,815�
63,333�
62,395�
61,182�
59,883�
58,666�
57,652�
56,901�
56,421�
56,181�
56,126�
56,199�
56,345

30,987�
4,815�
4,931�
5,010�
5,070�
5,122�
5,179�
5,249�
5,338�
5,451�
5,594�
5,771�
5,993�
6,276�
6,642�
7,121�
7,749�
8,565�
9,608�
10,911�
12,498�
14,382�
16,559�
19,013�
21,719�
24,643�
27,754�
31,023�
34,426�
37,944�
41,570�
45,309�
49,184�
53,244�
57,561�
62,225�
67,323�
72,918�
79,028�
85,613�
92,572�
99,765�
107,033�
114,237�
121,286�
128,144�
134,832�
141,391�
147,850�
154,181�
160,279�
165,974�
171,076�
175,442�
179,038�
181,978�
184,506�
186,933�
189,554�
192,563�
196,010�
199,799�
203,733�
207,577�
211,116�
214,193�
216,725�
218,689�
220,114�
221,061�
221,615�
221,885�
221,993�
222,065�
222,220�
222,558�
223,149

（出所）政策銀試算�

年度�木造建築物�非木造建築物� 計� 公共土木� 民間土木� 計�

金額（億円、90年価格）�面積（百万㎡）�
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付表１－８　建築系の原単位

木造�
非木造�

77�
15

9�
120

80�
36

2�
8

155�
1020

2�
4

325�
1203

木くず�
金属�
くず�

ガラス・�
陶磁器�
くず�

廃プラ�
コンクリ�
ート塊�

その他� 計�
新築系�

t ㎡�

解体系（kg ㎡）�

0.0645

（注）非木造建築物は、SRC、RC、S造りの平均。建物用途は住宅、事務所、工場�
（出所）解体系は建築解体廃棄物対策研究会編「解体・リサイクル制度研究会報告」。�

新築系は、平成７年度建設副産物実態調査より作成�

付表１－９　建築からの建設副産物排出量試算

～1959�
60�
61�
62�
63�
64�
65�
66�
67�
68�
69�
70�
71�
72�
73�
74�
75�
76�
77�
78�
79�
80�
81�
82�
83�
84�
85�
86�
87�
88�
89�
90�
91�
92�
93�
94�
95�
96�
97�
98�
99�
2000�
01�
02�
03�
04�
05�
06�
07�
08�
09�
10�
11�
12�
13�
14�
15�
16�
17�
18�
19�
20�
21�
22�
23�
24�
25�
26�
27�
28�
29�
30�
31�
32�
33�
34�
35

63�
25�
31�
36�
41�
45�
49�
51�
53�
54�
55�
55�
55�
56�
56�
56�
56�
56�
56�
56�
56�
56�
56�
56�
56�
56�
55�
55�
55�
55�
54�
54�
53�
52�
52�
52�
53�
54�
56�
59�
62�
66�
70�
75�
79�
82�
86�
88�
90�
92�
92�
92�
91�
90�
88�
86�
84�
82�
81�
81�
80�
80�
81�
81�
82�
82�
81�
79�
77�
73�
67�
61�
54�
46�
40�
34�
30

3�
1�
1�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
3�
3�
3�
4�
4�
6�
8�
11�
14�
19�
24�
31�
38�
46�
54�
63�
72�
82�
90�
99�
106�
112�
117�
120�
123�
124�
125�
125�
126�
126�
127�
129�
131�
134�
138�
142�
147�
151�
155�
157�
158�
157�
154�
149�
141�
132

5�
2�
2�
3�
3�
3�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
5�
5�
5�
5�
6�
6�
6�
7�
7�
7�
7�
7�
7�
7�
7�
7�
7�
6�
6�
6�
6�
6�
6�
6�
6�
6�
6�
6�
6�
6�
6�
5�
5�
4�
4�
3�
3�
2

1�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
0�
0�
0�
0�
0

5�
2�
2�
3�
3�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
5�
5�
5�
6�
6�
6�
7�
7�
7�
7�
7�
7�
7�
7�
7�
7�
7�
7�
7�
6�
6�
6�
6�
6�
7�
7�
7�
6�
6�
6�
6�
5�
5�
4�
4�
3�
3�
2

0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0

10�
4�
5�
6�
6�
7�
8�
8�
8�
8�
8�
9�
9�
9�
9�
9�
9�
9�
9�
9�
9�
9�
9�
9�
9�
9�
9�
9�
9�
8�
8�
8�
8�
8�
8�
8�
8�
8�
9�
9�
10�
10�
11�
12�
12�
13�
13�
14�
14�
14�
14�
14�
14�
14�
14�
13�
13�
13�
13�
12�
12�
12�
13�
13�
13�
13�
13�
12�
12�
11�
10�
9�
8�
7�
6�
5�
5

0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0

21�
8�
10�
12�
13�
15�
16�
17�
17�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
17�
17�
17�
17�
17�
17�
18�
18�
19�
20�
22�
23�
24�
26�
27�
28�
29�
29�
30�
30�
30�
30�
29�
29�
28�
27�
27�
26�
26�
26�
26�
26�
26�
27�
27�
26�
26�
25�
24�
22�
20�
18�
15�
13�
11�
10

0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2

0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
1�
1�
1�
1�
2�
2�
3�
4�
5�
6�
7�
8�
9�
10�
11�
12�
13�
13�
14�
14�
15�
15�
15�
15�
15�
15�
15�
15�
16�
16�
17�
17�
18�
18�
19�
19�
19�
19�
18�
18�
17�
16

0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
1�
1�
1�
1�
1�
2�
2�
2�
3�
3�
3�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
6�
6�
6�
6�
6�
5�
5�
5

0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1

3�
1�
1�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
3�
3�
3�
3�
4�
5�
6�
8�
11�
15�
19�
25�
31�
39�
47�
55�
64�
74�
83�
92�
101�
108�
114�
119�
123�
125�
126�
127�
128�
128�
129�
130�
131�
134�
137�
141�
145�
150�
154�
158�
160�
161�
160�
157�
152�
144�
135

0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1

3�
1�
2�
2�
2�
2�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
4�
4�
5�
7�
9�
13�
17�
23�
29�
37�
46�
55�
65�
76�
87�
98�
109�
119�
128�
135�
141�
145�
147�
149�
150�
150�
151�
152�
153�
155�
158�
162�
166�
171�
177�
182�
186�
189�
190�
188�
185�
179�
170�
159

5�
2�
2�
3�
3�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
5�
5�
5�
6�
6�
7�
7�
8�
8�
8�
8�
9�
9�
9�
9�
9�
8�
8�
8�
8�
8�
8�
8�
8�
8�
8�
8�
8�
8�
8�
8�
8�
7�
6�
6�
5�
5�
4

1�
0�
0�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
2�
2�
3�
4�
4�
5�
6�
7�
8�
9�
11�
12�
13�
14�
14�
15�
15�
15�
16�
16�
16�
16�
16�
16�
16�
16�
17�
17�
18�
18�
19�
19�
19�
19�
19�
19�
18�
17�
16

5�
2�
2�
3�
3�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
5�
5�
5�
6�
6�
7�
7�
8�
9�
9�
10�
10�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
12�
12�
12�
11�
11�
11�
10�
9�
9�
8�
7

0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1

13�
5�
6�
7�
8�
9�
10�
10�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
11�
12�
13�
14�
16�
19�
24�
29�
35�
42�
50�
59�
68�
78�
88�
97�
106�
115�
122�
129�
133�
136�
138�
139�
140�
140�
140�
141�
142�
144�
146�
150�
153�
158�
162�
166�
169�
171�
170�
168�
164�
158�
150�
140

0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1

24�
9�
12�
14�
15�
17�
18�
19�
20�
20�
21�
21�
21�
21�
21�
21�
21�
21�
21�
21�
21�
21�
21�
21�
21�
21�
21�
21�
21�
21�
21�
20�
20�
21�
21�
22�
24�
27�
31�
36�
43�
51�
60�
70�
81�
92�
104�
116�
128�
139�
149�
157�
165�
170�
173�
175�
176�
177�
177�
177�
178�
179�
181�
184�
188�
193�
198�
202�
207�
210�
211�
210�
206�
200�
192�
181�
169

115�
4�
5�
5�
6�
7�
7�
7�
9�
11�
12�
13�
13�
16�
17�
12�
13�
14�
14�
15�
16�
14�
13�
13�
12�
13�
13�
14�
16�
17�
18�
18�
16�
15�
15�
15�
15�
17�
14�
12�
13�
13�
13�
13�
13�
13�
13�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12

139�
13�
17�
19�
21�
24�
25�
27�
29�
31�
33�
34�
34�
37�
38�
33�
34�
35�
35�
36�
37�
35�
34�
34�
33�
34�
34�
35�
37�
37�
38�
39�
37�
36�
36�
38�
39�
44�
45�
49�
56�
63�
73�
83�
94�
105�
117�
128�
140�
151�
161�
170�
177�
182�
185�
187�
188�
189�
189�
189�
190�
192�
194�
197�
200�
205�
210�
215�
219�
222�
223�
222�
218�
212�
204�
194�
181

ガラス・�
陶磁器�
くず�

木くず�
金属�
くず�

廃プラ�
コンク�
リート�
塊�

その他�
ガラス・�
陶磁器�
くず�

木くず�
金属�
くず�

廃プラ�
コンク�
リート�
塊�

その他�
ガラス・�
陶磁器�
くず�

木くず�
金属�
くず�

廃プラ�
コンク�
リート�
塊�

その他�

年度�

木造�非木造�

除却面積（61�
年度着工～）�
百万㎡� 木造（百万ｔ）�

木造計�
非木�
造計�

非木造（百万t）�

解体系建築廃棄物の排出量（百万トン）�

総計�
新築系�

建築系�
合計�

計�

（出所）建築統計年報、固定資産の価格等の概要調書、建設副産物実態調査、建設市場の中長期予測等より政策銀試算�
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付表１－10　土木工事のフロー

　　　（データの補完）�
①公共土木（1954－1969）は、経済企画庁「日本の社会資本」に掲載されている主要20部門ストック資料より算出した、各年度の新設改良�
　工事と災害復旧工事の合算金額の増減率を用いて試算。53年度以前は、経済企画庁の推計によるストック（53年度）を耐用年数で按分す�
　ることで試算。按分は、毎年同額の投資が行われたと仮定し、均等に割り振っている。�
②民間土木（1959－1969）は、建設省計画局「建設工事受注統計総覧（昭和34－48年度版）」により部門毎の受注額の増減率を採用して試�
　算。58年度以前については、①えん堤・水力発電、②鉄道、③土地造成、④道路、⑤その他の５系列について、70年国富統計の該当する�
　試算（①発電用・送配電用施設、②鉄道用・軌道用設備、③土地造成・改良、④舗装道路・舗装路面、⑤他に分類されない構築物）の粗�
　ストックを90年価格に換算したうえ、ここから既に算出してある59－70年度の数値を控除し、残余期間分は、毎年均等に投資が行われた�
　と想定している。但し、道路は、この計算方法で適当な数値が作成できなかったことから、国富統計上のストックを耐用年数で割った数�
　値で、69年以前を一定としている。�

～1949年度�
50�
51�
52�
53�
54�
55�
56�
57�
58�
59�
60�
61�
62�
63�
64�
65�
66�
67�
68�
69�
70�
71�
72�
73�
74�
75�
76�
77�
78�
79�
80�
81�
82�
83�
84�
85�
86�
87�
88�
89�
90�
91�
92�
93�
94�
95�
96�
97�
98�
99�

2000�
2001～35

66,632�
1,448�
1,448�
1,448�
1,448�
6,028�
5,439�
4,868�
4,735�
5,671�
6,427�
8,417�
9,655�
12,217�
14,304�
17,615�
20,836�
24,225�
22,682�
24,333�
25,687�
29,264�
35,423�
40,518�
37,836�
35,584�
43,761�
48,638�
57,977�
58,194�
59,218�
57,543�
63,167�
63,439�
57,931�
55,206�
58,517�
66,021�
71,979�
65,731�
63,521�
61,110�
72,282�
73,786�
86,378�
81,993�
86,864�
85,460�
89,348�
94,028�
92,663�
85,587�
85,587

50,868�
1,455�
1,455�
1,455�
1,455�
1,656�
1,535�
1,365�
1,586�
2,838�
2,435�
3,039�
3,186�
5,274�
6,857�
8,237�
11,163�
13,625�
12,346�
13,587�
13,316�
13,560�
17,088�
22,103�
21,519�
15,757�
18,803�
20,542�
25,545�
31,432�
31,020�
30,246�
35,194�
36,366�
34,937�
33,181�
31,059�
36,302�
38,994�
35,461�
35,585�
35,406�
42,606�
49,947�
56,092�
51,491�
44,252�
40,685�
37,194�
40,281�
40,341�
38,269�
38,269

14,872�
572�
572�
572�
572�
3,830�
3,699�
3,286�
4,049�
5,329�
5,711�
6,589�
7,581�
9,331�
11,180�
13,298�
15,841�
16,558�
20,661�
23,150�
22,445�
23,490�
29,189�
40,818�
35,492�
31,704�
35,119�
33,610�
36,867�
34,532�
31,240�
29,116�
33,233�
38,427�
36,868�
31,842�
25,596�
26,317�
25,819�
25,365�
25,688�
27,182�
33,194�
31,342�
35,302�
33,278�
35,789�
30,260�
26,131�
26,206�
27,431�
25,380�
25,380

25,488�
1,593�
1,593�
1,593�
1,593�
1,377�
1,627�
1,446�
1,695�
2,971�
3,684�
4,706�
5,677�
9,421�
13,092�
16,453�
18,064�
21,690�
22,419�
24,935�
26,424�
29,324�
35,687�
37,507�
37,179�
31,136�
32,238�
33,986�
39,818�
40,678�
40,064�
39,603�
46,871�
49,039�
48,145�
51,367�
53,272�
56,457�
68,698�
62,534�
67,158�
68,088�
78,944�
85,244�
96,188�
51,491�
44,252�
40,685�
37,194�
40,281�
40,341�
38,269�
38,269

公共土木出来高（百万円、90年価格）�
耐用年数� 50年� 35年� 30年� 20年�

該当項目�

治山・治水、�
農林水産、�
港湾空港、�
上・工業用水�

下水道・公�
園、鉄道軌�
道�

災害復旧、�
土地造成、�
郵政、電気�
ガス、維持�
補修、その他�

道路�

～1957年度�
58�
59�
60�
61�
62�
63�
64�
65�
66�
67�
68�
69�
70�
71�
72�
73�
74�
75�
76�
77�
78�
79�
80�
81�
82�
83�
84�
85�
86�
87�
88�
89�
90�
91�
92�
93�
94�
95�
96�
97�
98�
99�
2000�

2001～35

66,695�
1,803�
716�
946�
882�
572�
488�
915�
1,023�
880�
907�
1,198�
1,752�
1,617�
2,620�
1,966�
2,383�
2,494�
2,639�
1,641�
1,734�
1,831�
1,836�
2,162�
3,969�
4,031�
3,747�
3,366�
2,802�
2,583�
2,757�
3,952�
4,315�
3,807�
3,988�
4,734�
4,670�
3,534�
4,246�
3,043�
3,869�
3,580�
3,684�
4,115�
4,115

1,116�
51�
303�
285�
481�
1,021�
955�
701�
822�
1,037�
1,190�
897�
1,510�
1,340�
2,296�
3,424�
2,008�
2,007�
2,468�
1,389�
1,437�
1,338�
1,387�
1,414�
3,110�
3,396�
3,080�
2,943�
2,755�
3,156�
9,570�
14,170�
10,316�
10,272�
11,673�
11,218�
12,170�
11,225�
11,929�
12,587�
12,875�
14,243�
15,232�
14,732�
14,732

12,506�
736�
650�
1,057�
1,565�
1,177�
1,382�
1,775�
2,694�
2,334�
2,386�
4,683�
9,988�
14,085�
15,913�
18,894�
21,456�
21,617�
21,568�
17,531�
15,266�
15,407�
16,868�
19,941�
33,109�
43,631�
43,832�
41,731�
41,859�
36,445�
45,014�
52,409�
57,799�
60,515�
67,040�
65,073�
59,813�
52,992�
48,183�
43,551�
40,227�
39,929�
37,828�
37,481�
37,481

3,361�
420�
420�
420�
420�
420�
420�
420�
420�
420�
420�
420�
420�
2,359�
2,810�
3,346�
3,010�
2,544�
2,189�
2,041�
2,166�
2,266�
2,095�
1,581�
2,654�
3,119�
3,043�
3,146�
2,847�
2,722�
2,700�
3,210�
3,537�
2,707�
3,018�
4,108�
3,012�
3,061�
2,764�
1,907�
774�
526�
644�
1,209�
1,209

民間土木出来高（百万円、90年価格）�
耐用年数� 50年� 35年� 30年� 20年�

該当項目�
えん堤・水�
力発電、埠�
頭・港湾�

鉄道�
土地造成、�
送配電線路�
等、その他�

道路�
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付表１－11　平均寿命の想定

治山治水�
農林水産�
道路�
�
港湾空港�
下水道・�
公園�
災害復旧�
土地造成�
鉄道軌道�
郵政�
電気ガス�
上・工業�
用用水�
維持修繕�
その他�
えん堤・�
水力発電�
鉄道�
土地造成�
埠頭・港湾�
道路�
�
送配電線路�
等�
その他�

50�
50�
20�
�
50�
35�
�
30�
30�
35�
30�
30�
50�
�
30�
30�
50�
�
35�
30�
50�
20�
�
30�
�
30

水道用ダム80、用水用ダム　50�
�
SRC、RC造橋　60年、高架道路　30年、舗装道路（コンクリート　15年、�
アスファルト　10年）�
SRC、RC造岸壁、桟橋、堤防　50年�
SRC、RC造下水道　35年�
�
想定�
想定�
道床60年、橋梁（RC50年、S40年）、SRC、RCトンネル75年�
�
�
SRC、RC造上水道50年�
�
想定�
想定�
水道用ダム80、　用水用ダム　50�
�
道床60年、橋梁（RC50年、S40年）、SRC、RCトンネル75年�
想定�
SRC、RC造岸壁、桟橋、堤防　50年�
SRC、RC造橋　60年、高架道路　30年、舗装道路（コンクリート　15年、�
アスファルト　10年）�
想定�
�
想定�

公�
�
共�
�
土�
�
木�

想定耐用年数�

民�
間�
土�
木�
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付表１－12　今回試算に用いた土木工事用排出原単位
（参考１）95年度センサス調査�

（参考２）その他センサス調査等からの原単位�

アスファルトコンクリート塊�

コンクリート塊�

建設汚泥�

建設混合廃棄物�

建設発生木材�

　　　計�

建設発生土（万m3）�

アスファルトコンクリート塊�

コンクリート塊�

建設汚泥�

建設混合廃棄物�

建設発生木材�

　　　計�

建設発生土（万m3）�

公共土木�

民間土木�

建築�

計�

32,930�

1,530�

1,190�

35,650

92.4�

4.3�

3.3�

100.0

道路�

下水道・公園�

上工水道�

農林水産�

災害復旧�

河川�

その他�

計�

32,930�

16,810�

6,170�

1,570�

537�

58,017�

38,400�

1,530�

1,040�

870�

40�

60�

3,540�

1,800

�

�

58,330�

�

�

�

�

�

�

8,992

565�

288�

106�

27�

9�

995�

0.658�

170�

116�

97�

4�

7�

394�

0.200

排出量� 除却額� 原単位�

公�

共�

土�

木�

民�

間�

土�

木�

民�
間�
土�
木�

t 億円（発生土は万m3 億円）�

90年センサス�

（全国平均）�

98年簡易センサス�

90年センサス�

（全国平均）�

98年簡易センサス�

1,695.0�

�

－�

1,124.0�

�

－�

70.7�

�

209.5�

 102.1�

�

62.5

38.7�

�

99.6�

29.9�

�

64.4

38.3�

�

59.9�

37.0�

�

42.0

建設残土�

（m3）�

アスファルト�
コンクリート�
塊（トン）�

コンクリート�
塊（トン）�

建設汚泥�

（トン）�

公�
共�
土�
木�
�

98年値は、簡易センサスの結果より、排出量 回収工事金額で計算�
（出所）平成2年度建設副産物実態調査、平成10年度同簡易調査�

単位：○○ 億円�

91�

97

1.54�

1.14

16.49�

14.95

0.42�

0.36

年度�セメント（t）�
骨材・石材�

（m3）�
鋼材（t）�

②建設資材・労働力需要実態調査（投入ベース）�
　－金額原単位（実質）（土木, 全国）－�

①センサス調査�

（注）建設工事デフレーター「総合土木」の値による97年度価格。�

18,957�

6,469�

3,403�

1,159�

780�

467�

1,695�

32,930

57.6�

19.6�

10.3�

3.5�

2.4�

1.4�

5.1�

100.0

公共土木からのAS排出量�
アスファルトコンクリート塊の発注区分別排出量� 千トン� ％�

千トン、％�

公共土木�

民間土木�

建築�

計�

6,170�

870�

2,740�

9,780

63.1�

8.9�

28.0�

100.0

下水道・公園�

道路�

上工水道�

河川�

鉄道軌道�

農林水産�

その他�

計�

2,141�

1,278�

612�

777�

587�

245�

530�

6,170

34.7�

20.7�

9.9�

12.6�

9.5�

4.0�

8.6�

100.0

公共土木からの建設汚泥排出量�
建設汚泥の発注区分別排出量� 千トン� ％�

千トン、％�

公共土木�

民間土木�

建築�

計�

38,400�

1,800�

4,300�

44,500

86.3�

4.0�

9.7�

100.0

道路�

河川�

農林水産�

下水道・公園�

上工水道�

土地造成�

その他�

計�

13,431�

7,162�

6,460�

4,418�

1,948�

1,496�

3,485�

38,400

35.0�

18.7�

16.8�

11.5�

5.1�

3.9�

9.1�

100.0

公共土木からの建設発生土排出量�
建設発生土の発注区分別排出量� 万m3 ％�

万m3、％�

公共土木�

民間土木�

建築�

計�

1,570�

40�

7,910�

9,520

16.5�

0.4�

83.1�

100.0

災害復旧�

上工水道�

道路�

下水道・公園�

その他�

計�

545�

421�

317�

154�

133�

1,570

34.7�

26.8�

20.2�

9.8�

8.5�

100.0

公共土木からの建設混合廃棄物排出量�
建設混合廃棄物の発注区分別排出量� 千トン� ％�

千トン、％�

公共土木�

民間土木�

建築�

計�

537�

60�

5,720�

6,317

8.5�

0.9�

90.5�

100.0

災害復旧�

農林水産�

道路�

農林水産�

その他�

計�

391�

34�

46�

34�

32�

537

72.8�

6.3�

8.6�

6.3�

6.0�

100.0

公共土木からの建設発生木材排出量�
建設発生木材の発注区分別排出量� 千トン� ％�

千トン、％�

公共土木�

民間土木�

建築�

計�

16,810�

1,040�

18,620�

36,470

46.1�

2.9�

51.1�

100.0

道路�

河川�

災害復旧�

農林水産�

下水道・公園�

土地造成�

空港整備�

上工水道�

その他�

計�

�

7,142�

2,234�

2,013�

1,457�

1,339�

576�

352�

356�

1,341�

16,810

42.5�

13.3�

12.0�

8.7�

8.0�

3.4�

2.1�

2.1�

8.0�

100.0

公共土木からのコンクリート塊排出量�
コンクリート塊の発注区分別排出量� 千トン� ％�

千トン、％�
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出
所
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「
日
本
の
社
会
資
本
」
、
「
建
設
総
合
統
計
年
度
報
」
、
「
建
設
副
産
物
実
態
調
査
」
等
よ
り
政
策
銀
試
算
�

（
原
単
位
不
変
の
ケ
ー
ス
）
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付表１－14　建設副産物（建築＋土木）排出量試算結果

1960�
61�
62�
63�
64�
65�
66�
67�
68�
69�
70�
71�
72�
73�
74�
75�
76�
77�
78�
79�
80�
81�
82�
83�
84�
85�
86�
87�
88�
89�
90�
91�
92�
93�
94�
95�
96�
97�
98�
99�
2000�
01�
02�
03�
04�
05�
06�
07�
08�
09�
10�
11�
12�
13�
14�
15�
16�
17�
18�
19�
20�
21�
22�
23�
24�
25�
26�
27�
28�
29�
30�
31�
32�
33�
34�
35

5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
6�
6�
7�
8�
9�
10�
12�
14�
16�
19�
21�
24�
27�
30�
34�
37�
40�
43�
47�
50�
54�
58�
62�
67�
72�
77�
82�
87�
93�
98�
103�
109�
114�
118�
123�
126�
130�
132�
134�
135�
135�
134�
134�
134�
134�
136�
137�
140�
143�
147�
150�
154�
157�
159�
162�
163�
164�
165�
165�
165�
165�
166

0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
1�
2�
2�
2�
2�
2�
2�
3�
3�
4�
4�
5�
5�
6�
7�
8�
8�
9�
9�
10�
11�
11�
12�
13�
14�
15�
16�
17�
18�
19�
21�
22�
23�
23�
24�
25�
25�
25�
25�
25�
24�
24�
23�
23�
22�
22�
22�
22�
22�
22

8�
10�
12�
13�
15�
16�
17�
17�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
18�
17�
17�
17�
17�
17�
17�
18�
18�
19�
20�
22�
23�
24�
26�
27�
28�
29�
29�
30�
30�
30�
30�
29�
29�
28�
27�
27�
26�
26�
26�
26�
26�
27�
27�
27�
27�
27�
27�
26�
26�
26�
25�
25�
24�
23�
23

1�
2�
2�
2�
2�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
4�
4�
5�
7�
9�
13�
17�
23�
29�
37�
46�
55�
65�
76�
87�
98�
109�
119�
128�
135�
141�
145�
147�
149�
150�
150�
151�
152�
153�
155�
158�
162�
166�
171�
177�
182�
186�
189�
191�
191�
189�
187�
183�
179

4�
5�
5�
6�
7�
7�
7�
9�
11�
12�
13�
13�
16�
17�
12�
13�
14�
14�
15�
16�
14�
13�
13�
12�
13�
13�
14�
16�
17�
18�
18�
16�
15�
15�
15�
15�
17�
14�
12�
13�
13�
13�
13�
13�
13�
13�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12�
12

18�
21�
23�
27�
29�
30�
32�
34�
36�
38�
39�
40�
43�
44�
40�
41�
42�
44�
45�
48�
48�
49�
51�
53�
56�
59�
63�
69�
73�
77�
81�
82�
85�
89�
95�
101�
110�
117�
126�
138�
152�
168�
184�
201�
218�
236�
252�
269�
286�
301�
313�
324�
332�
337�
340�
342�
344�
345�
347�
349�
353�
358�
365�
372�
380�
389�
397�
404�
410�
414�
415�
415�
413�
410�
406�
402

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

76�
�
�
�
�
99�
�
�
�
�
85

センサス調査�年度� 公共土木� 民間土木� 解体木造�解体非木造�新規建築� 計�

（出所）政策銀試算�

百万トン�
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付表１－15　建設副産物排出量試算結果

1960�
61�
62�
63�
64�
65�
66�
67�
68�
69�
70�
71�
72�
73�
74�
75�
76�
77�
78�
79�
80�
81�
82�
83�
84�
85�
86�
87�
88�
89�
90�
91�
92�
93�
94�
95�
96�
97�
98�
99�
2000�
01�
02�
03�
04�
05�
06�
07�
08�
09�
10�
11�
12�
13�
14�
15�
16�
17�
18�
19�
20�
21�
22�
23�
24�
25�
26�
27�
28�
29�
30�
31�
32�
33�
34�
35

6�
8�
9�
10�
10�
11�
12�
12�
12�
12�
13�
13�
13�
13�
13�
13�
13�
14�
14�
14�
15�
15�
16�
17�
18�
18�
19�
20�
21�
22�
23�
24�
25�
27�
29�
32�
36�
40�
46�
53�
61�
70�
80�
90�
101�
112�
124�
135�
146�
155�
164�
171�
177�
180�
183�
184�
185�
185�
186�
187�
189�
192�
195�
200�
204�
210�
215�
220�
224�
227�
228�
228�
227�
224�
221�
217

3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
3�
4�
4�
5�
5�
6�
7�
8�
10�
11�
13�
14�
16�
18�
20�
22�
24�
26�
28�
30�
32�
34�
37�
40�
43�
46�
50�
53�
56�
60�
63�
66�
69�
72�
75�
77�
80�
82�
83�
84�
84�
85�
85�
85�
86�
87�
89�
90�
92�
94�
96�
98�
99�
101�
102�
102�
103�
103�
103�
103�
103�
104

2�
2�
3�
3�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
4�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
5�
6�
6�
6�
7�
7�
8�
8�
9�
9�
9�
10�
10�
10�
10�
10�
10�
10�
10�
10�
10�
10�
10�
10�
10�
10�
10�
10�
10�
10�
10�
10�
10�
10�
10�
10�
10�
10�
10

7�
9�
9�
11�
12�
12�
13�
15�
17�
19�
19�
20�
23�
24�
19�
20�
21�
21�
22�
23�
21�
21�
21�
21�
22�
22�
23�
26�
27�
28�
29�
28�
28�
28�
29�
30�
32�
31�
31�
33�
36�
38�
41�
43�
46�
49�
51�
53�
56�
58�
60�
61�
62�
63�
63�
64�
64�
64�
65�
65�
66�
67�
68�
69�
70�
71�
72�
73�
73�
74�
74�
74�
74�
73�
72�
72

18�
21�
23�
27�
29�
30�
32�
34�
36�
38�
39�
40�
43�
44�
40�
41�
42�
44�
45�
48�
48�
49�
51�
53�
56�
59�
63�
69�
73�
77�
81�
82�
85�
89�
95�
101�
110�
117�
126�
138�
152�
168�
184�
201�
218�
236�
252�
269�
286�
301�
313�
324�
332�
337�
340�
342�
344�
345�
347�
349�
353�
358�
365�
372�
380�
389�
397�
404�
410�
414�
415�
415�
413�
410�
406�
402

年度�
コンクリ�
ート塊�

ASコンク�
リート塊�

建設発生�
木材�

その他� 計�

建築系（新築）はその他に含む�
（出所）政策銀試算�

百万トン�
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付表２－２　主要３種についての金額換算例

2002�
03�
04�
05�
06�
07�
08�
09�
10�
11�
12�
13�
14�
15�
16�
17�
18�
19�
20�
21�
22�
23�
24�
25�
26�
27�
28�
29�
30�
31�
32�
33�
34�
35

1,500�
1,500�
1,500�
1,500�
1,500�
1,500�
1,500�
1,500�
1,500�
1,500�
1,500�
1,500�
1,500�
1,500�
1,500�
1,500�
1,500�
1,500�
1,500�
1,500�
1,500�
1,500�
1,500�
1,500�
1,500�
1,500�
1,500�
1,500�
1,500�
1,500�
1,500�
1,500�
1,500�
1,500

1,139�
1,206�
1,272�
1,337�
1,399�
1,459�
1,516�
1,568�
1,613�
1,651�
1,679�
1,697�
1,709�
1,715�
1,721�
1,729�
1,743�
1,764�
1,792�
1,826�
1,864�
1,904�
1,943�
1,979�
2,011�
2,038�
2,059�
2,073�
2,082�
2,087�
2,090�
2,092�
2,095�
2,101

293�
312�
331�
349�
365�
379�
390�
399�
405�
407�
407�
404�
400�
396�
392�
389�
388�
389�
392�
395�
400�
405�
410�
414�
418�
419�
419�
418�
414�
409�
403�
396�
389�
383

2,932�
3,019�
3,104�
3,186�
3,264�
3,338�
3,406�
3,467�
3,518�
3,558�
3,585�
3,602�
3,609�
3,611�
3,613�
3,619�
3,632�
3,654�
3,684�
3,722�
3,764�
3,809�
3,853�
3,894�
3,929�
3,957�
3,978�
3,991�
3,996�
3,996�
3,993�
3,988�
3,985�
3,984

62�
291�
555�
857�
1,203�
1,600�
2,056�
2,579�
3,178�
3,380�
3,534�
3,641�
3,707�
3,744�
3,765�
3,782�
3,804�
3,839�
3,892�
3,967�
4,065�
4,186�
4,327�
4,479�
4,632�
4,773�
4,889�
4,969�
5,006�
5,001�
4,958�
4,885�
4,794�
4,693

2�
9�
22�
42�
70�
106�
152�
208�
279�
285�
290�
293�
295�
296�
297�
299�
301�
305�
310�
316�
322�
329�
336�
342�
348�
352�
356�
358�
360�
361�
361�
362�
362�
363

21�
49�
84�
128�
184�
253�
336�
436�
556�
560�
559�
556�
550�
544�
539�
535�
534�
535�
539�
544�
550�
557�
564�
570�
574�
577�
577�
574�
569�
562�
554�
545�
535�
526

85�
349�
661�
1,028�
1,457�
1,959�
2,544�
3,223�
4,013�
4,225�
4,384�
4,490�
4,553�
4,585�
4,602�
4,616�
4,639�
4,679�
4,741�
4,827�
4,938�
5,072�
5,226�
5,391�
5,554�
5,702�
5,822�
5,901�
5,935�
5,924�
5,873�
5,792�
5,691�
5,582

3,016�
3,368�
3,764�
4,213�
4,721�
5,297�
5,950�
6,690�
7,531�
7,783�
7,969�
8,091�
8,162�
8,196�
8,215�
8,235�
8,271�
8,333�
8,425�
8,549�
8,702�
8,881�
9,079�
9,284�
9,483�
9,660�
9,800�
9,892�
9,932�
9,920�
9,866�
9,780�
9,676�
9,566

合　計�
小計�建設発生木�

材�
コンクリー�
ト塊�既存分計�

既存処理ベース� 追加分�

ASコンク�
リート塊�

建設発生木�
材�

コンクリー�
ト塊�

ASコンク�
リート塊�

年度�
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― 定  期  調  査 ―

1. 設備投資計画調査報告
・2000・01・02年度 （2001年８月） 28（2001. 10）

・2000・01年度 （2001年２月） 21（2001. 3）

・1999・2000・01年度 （2000年８月） 15（2000. 10）

・1999・2000年度 （2000年２月） 7（2000. 3）

・1998・99・2000年度 （1999年８月） 2（1999. 10）

・1998・99年度 （1999年２月） 254（1999. 3）

・1997・98・99年度 （1998年８月） 251（1998. 10）

・1997・98年度 （1998年２月） 239（1998. 3）

・1996・97・98年度 （1997年８月） 234（1997. 10）

・1996・97年度 （1997年２月） 223（1997. 3）

・1995・96・97年度 （1996年８月） 220（1996. 10）

2. 最近の経済動向
・デフレ下の日本経済と変化への兆し 31（2001. 12）

・デフレ下の日本経済 26（2001. 7）

・今次景気回復の弱さとその背景 19（2001. 3）

・ITから見た日本経済 12（2000. 8）

・90年代を振り返って 4（2000. 1）

・設備投資と資本ストックを中心に 258（1999. 7）

・長引くバランスシート調整 252（1999. 1）

・今回の景気調整局面の特徴 245（1998. 8）

・日本経済の成長基盤 237（1997. 12）

・民需を牽引するストック更新と新たな需要 227（1997. 6）

・グローバル化の進展とそのインパクト 221（1997. 1）

・今次景気回復局面の特徴と持続力を中心に 216（1996. 7）

3. 最近の産業動向
・主要産業の生産は、素材、資本財産業を 27（2001. 7）

中心に減少へ

・内需の回復続き、多くの業種で生産増加 13（2000. 8）

・輸出はアジア向けで堅調、内需は回復に 5（2000. 1）

　力強さがみられず

・全般的に穏やかな回復の兆し 260（1999. 8）

― 経 済 ・ 経 営 ―

1．内外経済一般
・変貌するわが国貿易構造とその影響について 29（2001. 11）

－情報技術関連（IT）財貿易を中心に－

・家計の資産運用の安全志向について 16（2000. 10）

・米国の景気拡大と貯蓄投資バランス 8（2000. 4）

・消費の不安定化とバブル崩壊後の消費環境 1（1999. 10）

・米国経済の変貌 255（1999. 5）

　　－設備投資を中心に－

・アジアの経済危機と日本経済 253（1999. 3）

　　－貿易への影響を中心に－

・人口・世帯構造変化が消費・貯蓄に与える 248（1998. 8）

　影響

・資産価格の変動が家計・企業行動に与える 244（1998. 7）

　影響の日米比較

・為替変動と産出・投入構造の変化 242（1998. 6）

・米国経済の再生と日本への示唆 238（1998. 3）

　　－労働市場の動向を中心に－

・日本企業の対外直接投資と貿易に与える 229（1997. 8）

　影響

・貿易構造の変化が日本経済に与える影響 226（1997. 5）

　　－生産性及び雇用への効果を中心に－

・対日直接投資と外資系企業の分析 225（1997. 3）

・わが国の家計消費・貯蓄動向 210（1996. 4）

　　－成長力維持のための一考察－

2．金融・財政
・国際金融取引に見るグローバリゼーション 233（1997. 10）

　の動向

・国際比較の観点からみた企業の資金調達 213（1996. 6）

　の動向

－目録１－



3．設備投資
・日本企業の設備投資行動を振り返る 17（2000. 11）

　　－個別企業データにみる1980年代以

　　　降の特徴と変化－

・90年代の設備投資低迷の要因について 262（1999. 9）

　　－期待の低下や債務負担など中長期

　　　的構造要因を中心に－

・設備投資行動の国際比較 222（1997. 3）

　　－日米仏企業データに基づく実証分析－

4．企業経営・財務
・ROAの長期低下傾向とそのミクロ的構造 30（2001. 12）

　　－企業間格差と経営戦略－

・企業における情報技術活用のための課題 230（1997. 9）

　　－グループウエア導入事例にみる人的

　　　能力の重要性－

― 産 業 ・ 社 会 ―

1．産業構造・労働
・労働市場における中高年活性化に向けて 11（2000. 6）

　　－求められる再教育機能の充実－

・企業の雇用創出と雇用喪失 6（2000. 3）

　　－企業データに基づく実証分析－

・製造業における技能伝承問題に関する 261（1999. 9）

　現状と課題

・近年における失業構造の特徴とその背景 240（1998. 4）

　　－労働力フローの分析を中心に－

・労働ビックバン 224（1997. 3）

　　－自由化されるホワイトカラー    職業紹介－

2．研究開発・新規事業
・最近のわが国企業の研究開発動向 247（1998. 8）

　　－技術融合－

・わが国企業の新事業展開の課題 243（1998. 7）

　　－技術資産の活用による経済活性化への提言－

・日本の技術開発と貿易構造 241（1998. 6）

3．環　　　境
・都市再生と資源リサイクル 33（2002. 2）

　　－資源循環型社会の形成に向けて－

・環境情報行政とITの活用 32（2002. 1）

　　－環境行政のパラダイムシフトに向けて－

・家電リサイクルシステム導入の影響 20（2001. 3）

　と今後

　　－リサイクルインフラの活用に向けて－

・わが国環境修復産業の現状と課題 3（1999. 10）

　　－地下環境修復に係る技術と市場－

・欧米における自然環境保全の取り組み 256（1999. 5）

　　－ミティゲイションとビオトープ保全－

・環境パ－トナーシップの実現に向けて 250（1998. 10）

　　－日独比較の観点からみたわが国環境

　　　NPOセクタ－の展望－

・わが国機械産業の課題と展望 232（1997. 9）

　　－ISO14000シリーズの影響と環境コスト－

4．都市・地域開発
・東アジア主要都市における業務機能 219（1996. 9）

　の立地環境

・首都圏における住宅問題の考察 211（1996. 4）

　　－ミクロデータによる住宅市場の検証－

5．情報・通信
・ケーブルテレビの現状と課題 22（2001. 3）

　　－ブロードバンド時代の位置づけについて－

・エレクトロニック・コマース（EC）の 246（1998. 8）

　産業へのインパクトと課題

・情報家電 235（1997. 11）

　　－日本企業の強みと将来への課題－

・ソフトウエア産業飛躍の可能性を探る 212（1996. 5）

　　－ユ－ザーニーズへの対応力が鍵－

6．バイオ・医療・福祉
・高齢社会の介護サービス 249（1998. 8）

・DNA解析研究の意義・可能性および課題 231（1997. 9）

　　－社会的受容の確立が前提条件－

・ヘルスケア分野における情報化の現状 228（1997. 8）

　と課題

　　－ヘルスケア情報ネットワークをめざして－
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7．エネルギー
・分散型電源におけるマイクロガスタービン 24（2001. 3）

　　－その現状と課題－

・電気事業の規制に関する議論について 214（1996. 6）

　　－日本における電気事業の規制緩和と

　　　米国の事例に見るインプリケーション－

8．化　　　学
・わが国化学産業の現状と将来への課題 14（2000. 9）

　　－企業戦略と研究開発の連繋－

・化学工業における事業戦略再構築の 218（1996. 8）

　方向性について

9．機　　　械
・わが国半導体製造装置産業のさらなる　  23（2001. 3）

　発展に向けた課題

　　－内外装置メーカーの競争力比較から－

・労働安全対策を巡る環境変化と機械産業 10（2000. 6）

・わが国自動車・部品産業をめぐる国際 9（2000. 4）

　的再編の動向

・わが国半導体産業における企業戦略 259（1999. 8）

　　－アジア諸国の動向からの考案－

・わが国機械産業の更なる発展に向けて 257（1999. 5）

　　－工作機械産業の技術シーズからみた

　　　将来展望－

・わが国半導体産業の現状と課題 215（1996. 6）

10．運輸・流通
・物流の新しい動きと今後の課題 25（2001. 3）

　　－３PL（サードパーティ・ロジスティクス）からの示唆－

・消費の需要動向と供給構造 18（2000. 12）

　　－小売業の供給行動を中心に－

・道路交通問題における新しい対応 236（1997. 12）

　　－ITS（インテリジェント・トランスポート・システムズ）

　　　　の展望－
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